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はじめに 

 本学は、地元自治体（長野県小県郡塩田町・現上田市）の全額出資により、全国でも先駆的な公設民

営方式による私立大学として、１９６６年に本州大学の名称で設立された。設立後まもなく本州大学は

経営難に陥り、１９７４年には大学名称を長野大学に変更し、「産業社会学部（産業社会学科、社会福

祉学科）」を開設した。 

  以後、地域の多様な地域課題を解決する専門的な能力を備えた人材育成を目指し、１９８８年に「産

業情報学科」を開設、２００２年には社会福祉学科を「社会福祉学部」に改組、２００７年より現在の

「社会福祉学部」「環境ツーリズム学部」「企業情報学部」の３学部体制として発展的に改組し、「地域

社会との密接な結びつきにより学問理論の生活化をめざす」建学の精神のもと、地域に支えられ、地域

とともに歩む大学として教育研究活動を行ってきた。 

 しかしながら、少子化に伴う１８歳人口の減少、受験生の国公立大学志向、大都市圏への進学志向な

どにより、地方の私立大学の運営は極めて厳しい状況に立たされ、本学においても志願者の減少が続い

た。２００８年前後からは入学者の定員割れが始まり、２０１１年度には入学者が定員の８０％まで落

ち込んだ。学内では学生募集改革、教育改革などの大学改革や地域貢献活動を推進するなど学生確保に

向けた対策を講じ、志願者数の回復に努めた。さらに、大学が将来にわたり存続・発展していくため

に、上田市に対して公立大学法人化の要望を行い、公立化後の大学像等について、上田市、上田市議会

と協議を重ねた。その結果、２０１６年に上田市議会で公立大学への移行が承認され、２０１７年４

月、上田市が設置する公立大学法人長野大学として新たなスタートを切ることとなった。 

 公立化以降は、志願倍率５倍程度を維持するとともに、２０２１年には大学院を新設するなど、地方

独立行政法人法に基づき設定している中期目標・中期計画の達成に向け教職員一丸となり大学改革に取

り組んでいるところである。業務の実施状況については、毎年点検・評価を行い「上田市公立大学法人

評価委員会」の評価を受けている。 

 本学の自己点検・評価については、公益財団法人日本高等教育評価機構による大学機関別認証評価を

２００９年度と２０１６年度の２回受審し、同機構が作成した大学基準に適合しているとの認定を受け

ている。 

 本点検評価ポートフォリオは、各部局の自己点検・評価を基に、自己点検・評価委員会が全学的な自

己点検・評価を実施した結果を取りまとめたものである。自己点検・評価を行う中で明らかになった課

題等については、今後速やかに改善を図るとともに、本学の内部質保証に関する取組を推進し、本学の

教育研究活動の一層の発展に努めていくこととしたい。 
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 大学の概要  

 

（１）大学名 

  長野大学 

  

（２）所在地 

  長野県上田市下之郷６５８番地１ 

 

（３）学部等の構成 

  学部：社会福祉学部、環境ツーリズム学部、企業情報学部 

  研究科：総合福祉学研究科 

  その他の組織：附属図書館、地域づくり総合センター、淡水生物学研究所 

 

（４）学生数及び教職員数（２０２２年５月１日現在） 

  学生数：学部 1,436名、大学院 19名 

  教員数：61名 

  職員数：39名 

 

（５）理念と特徴 

   本学は、「建学の理念」の一つに「地域社会との密接な結びつきにより学問理論の生活化をめざす」

ことを掲げ、地域文化の発展に力を発揮できる人材の育成を行ってきた。公立大学法人化後は、「公立

大学法人長野大学ビジョン」を策定し、「地域の未来を創造・デザインできる人材の育成」を教育理念

としている。 

   これらの理念を達成するための教育目標を「この地に生きる教養ある職業人の育成」として掲げ、

以下の３つを教育の柱として教育活動を行っている。 

  ①教養教育：対話的討論や協働学習により、他人としっかり意思疎通できる能力や、自身で考え、判  

断できる能力を養成する。 

    ②専門教育：企業・組織での仕事や、地域社会での役割を想定しながら、職業人として必要な知識・

能力・姿勢を養成する。 

    ③地域協働型教育：地域住民、企業・組織と協働しながら、地域社会や企業・組織において必要とさ

れる課題発見・問題解決能力を養成する。 
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（６）大学組織図 
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（７）内部質保証体制図 
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 大学の目的  

 

（１）学則 

 ・長野大学学則 

  （目 的） 

 第１条 長野大学（以下、「本学」という。）は、教育基本法に則り、学校教育法第８３条の定めるとこ

ろに従って大学教育を施し、学術の理論および応用を研究教授するとともに、豊かな教養と深い専門

知識を具えた堅実有為な社会的人格を有する者を育成することを目的とする。 

 

 

 ・長野大学大学院学則 

 （目 的） 

 第２条 本大学院は、学術の理論及び応用を教授・研究し、精深な学識と研究能力を養い、もって文

化の向上と社会の発展に積極的に寄与することを目的とする。 
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 イ 教育研究上の基本となる組織に関すること （①大学）          
（１）自己点検・評価の実施状況  
１）理念・目的 

本学は、1965 年に公設民営方式の私立大学として開学

し、2017 年 4 月に地方独立行政法人法に則り、上田市を

設立団体とする公立大学法人へ移行した。本学の建学の理

念は以下のとおりである。 

１．清爽な自然環境を充分に活かした理想的教育研究の場

の建設をめざす。 

２．少人数教育により人間的接触を深め、全人的人間形成

をめざす。 

３．専門的技術的教育のみに偏せず、広い社会的視野の涵

養をめざす。 

４．地域社会との密接な結びつきにより学問理論の生活化

をめざす。 

本学の基本目標は、建学の理念及び学校教育法第 83 条

を踏まえた長野大学憲章で定めており、様々な学問分野の

「ものの見方・考え方」を身に付けることを通じて、世間

の常識や社会通念を問い直すことができる力を養い、自ら

の社会的役割を的確に認識できる人間を世に送り出すこ

とを使命としている。特に、地域に根ざし世界に開かれた

大学として、地域社会の発展を牽引することのできる人間

の養成を主要な責務とする。 

また、本学の目的については、建学の理念を踏まえ、学

則第 1 条に「学校教育法第 83 条の定めるところに従って

大学教育を施し、学術の理論および応用を研究教授すると

ともに、豊かな教養と深い専門知識を具えた堅実有為な社

会的人格を有する者を育成することを目的とする。」と規

定している。 

 

２）学部の組織 

学則第 1 条に定められた目的を達成するための教育研

究上の基本組織として、学則第 4 条第 1 項において社会

福祉学部に社会福祉学科、環境ツーリズム学部に環境ツー

リズム学科、企業情報学部に企業情報学科の設置を定めて

いる。各学部の人材養成に関する目標及び教育目標につい

ては、学則第 4 条第 2 項に定めている。 

 

３）収容定員 

収容定員は、学則第 5 条に学部（学科）ごとに定めてお

り、各学部とも充足している。また、入学定員の充足率に

ついても適切に管理しており、実入学者数が入学定員を大

幅に超える又は下回る状況にはない。 

 

４）名称 

学部等の名称は、各学部等の教育研究上及び人材育成上 

の目的に鑑みて、適当である。 

 

表 各学部の入学定員と収容定員、入学者数（2022 年度）と学生数  

（2022 年 5 月 1 日時点、単位：人） 

学部 

学科 

入学

定員 

編入学 

定員 

収容

定員 

入学

者数 
学生数 

社会福祉学部 

社会福祉学科 
150 15 630 161 627 

環境ツーリズム学部 

環境ツーリズム学科 
95 5 390 108 407 

企業情報学部 

企業情報学科 
95 5 390 109 402 

総計 340 25 1,410 378 1,436 

 

 

自己評価結果 以上の自己点検・評価の内容を踏まえ、当該評価事項に適合していると判断する。 

優れた点 
2017 年度の公立化以降は、志願倍率 5 倍程度を維持されており、2021 年度には大学院が開設され中期

目標・中期計画の達成にむけて一丸となった取り組みができている。 

改善を要する点  
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（２）関係法令等に対応する関連資料 
番

号 

関係法令等 関連資料（リンク） 

教育基本法 

① 

第七条（大学） 
 大学は、学術の中心として、高い教養と専門的能力を培うとともに、深く真理を探
究して新たな知見を創造し、これらの成果を広く社会に提供することにより、社会の
発展に寄与するものとする。 
２ 大学については、自主性、自律性その他の大学における教育及び研究の特性が尊
重されなければならない。 

長野大学 Web サイト 
建学の理念 
長野大学憲章 

長野大学学則 
第 1 条（目的） 

 学校教育法 

② 

第八十三条 
 大学は、学術の中心として、広く知識を授けるとともに、深く専門の学芸を教授研
究し、知的、道徳的及び応用的能力を展開させることを目的とする。 
② 大学は、その目的を実現するための教育研究を行い、その成果を広く社会に提供
することにより、社会の発展に寄与するものとする。 

長野大学学則 
第 1 条（目的） 

 大学設置基準 

③ 
第二条（教育研究上の目的） 
 大学は、学部、学科又は課程ごとに、人材の養成に関する目的その他の教育研究上
の目的を学則等に定めるものとする。 

長野大学学則 
第 1 条（目的） 
第 4 条（学部学科） 

④ 

第三条（学部） 
 学部は、専攻により教育研究の必要に応じ組織されるものであつて、教育研究上適
当な規模内容を有し、教員組織、教員数その他が学部として適当であると認められる
ものとする。 

長野大学学則 
第 4 条（学部学科） 

⑤ 

第四条（学科） 
 学部には、専攻により学科を設ける。 
２ 前項の学科は、それぞれの専攻分野を教育研究するに必要な組織を備えたものと
する。 

長野大学学則 
第 4 条（学部学科） 

⑥ 
第五条（課程） 
 学部の教育上の目的を達成するため有益かつ適切であると認められる場合には、学
科に代えて学生の履修上の区分に応じて組織される課程を設けることができる。 

（該当しない） 

⑦ 

第十八条（収容定員） 
 収容定員は、学科又は課程を単位とし、学部ごとに学則で定めるものとする。この
場合において、第二十六条の規定による昼夜開講制を実施するときはこれに係る収容
定員を、第五十七条の規定により外国に学部、学科その他の組織を設けるときはこれ
に係る収容定員を、編入学定員を設けるときは入学定員及び編入学定員を、それぞれ
明示するものとする。 
２ 収容定員は、教員組織、校地、校舎等の施設、設備その他の教育上の諸条件を総
合的に考慮して定めるものとする。 
３ 大学は、教育にふさわしい環境の確保のため、在学する学生の数を収容定員に基
づき適正に管理するものとする。 

長野大学学則 
第 5 条（収容定員） 

共通基礎データ 

 
※ 入学定員の超過率については、平成十五年文部科学省告示第四十五号、平成二十

七年文部科学省告示第百五十四号を参考とすること 

⑧ 

第四十条の四（大学等の名称） 
 大学、学部及び学科（以下「大学等」という。）の名称は、大学等として適当であ
るとともに、当該大学等の教育研究上の目的にふさわしいものとする。 

長野大学学則 
第 1 条（目的） 
第 4 条（学部学科） 
第 5 条（収容定員）   

https://www.nagano.ac.jp/outline/about/rinen/
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20220517-100028-5757.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20220517-100028-5757.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20220517-100028-5757.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20220517-100028-5757.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20220517-100028-5757.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20220517-100028-5757.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20220517-100028-5757.pdf
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 イ 教育研究上の基本となる組織に関すること （②大学院）         
（１）自己点検・評価の実施状況 
１）目的 

本学は、現代社会における福祉課題解決のための理論知

と実践知、技術、教育を発展させることで「高度創造デザ

イン社会」を創出、進展させるとともに、安全・安心、福

祉の実現に貢献する高度専門職業人と研究者を育成する

ため、2021 年 4 月に長野大学大学院総合福祉学研究科を設

置した。 

本大学院の設置目的は、上記の構想と学校教育法第 99条

を踏まえ、大学院学則第 2 条において、「本大学院は、学術

の理論及び応用を教授・研究し、精深な学識と研究能力を

養い、もって文化の向上と社会の発展に積極的に寄与する

ことを目的とする。」と規定している。 

 

２）大学院の組織 

 本大学院は、大学院学則第 2 条に定められた目的を達成

するため、大学院学則第 7 条第 1 項において、総合福祉学

研究科の設置を定めている。さらに、大学院学則第 7 条第

2 項において、社会福祉学専攻（博士前期課程及び博士後

期課程）、発達支援学専攻（修士課程）の 2 専攻を置くこと

を定めている。また、大学院学則第 7 条第 3 項において、

研究科及び専攻ごとに教育研究上の目的を定めている。 

 

 

３）収容定員 

収容定員は、大学院学則第 7 条に専攻（課程）ごとに、

定めている。 

ただし、社会福祉学専攻（博士前期課程）、発達支援学専

攻（修士課程）においては、定員未充足となっているため、

大学院パンフレットの作成や説明会の開催をとおして、大

学院の PR 活動を行ったほか、学部学生が進学しやすい制

度（入学試験の筆記試験免除等）を整備するなど、入学定

員の確保に向けた取組を進めている。 

 

表 各専攻の入学定員と収容定員、入学者数（2022 年度）と学生数  

（2022 年 5 月 1 日時点、単位：人） 

 

４）名称 

研究科及び専攻の名称は、研究科等の教育研究上及び

人材育成上の目的に鑑みて、適当である。 

研究科 専攻 課程 
入学

定員 

収容

定員 

入学

者数 
学生数 

総合福祉

学研究科 

社会福祉学

専攻 

博 士 前

期課程 
5 10 4 8 

博 士 後

期課程 
3 9 2 6 

発達支援学

専攻 

修 士 課

程 
5 10 2 5 

総計 13 29 8 19 

図 長野大学大学院 総合福祉学研究科 概念図 

自己評価結果 以上の自己点検・評価の内容を踏まえ、当該評価事項に適合していると判断する。 

優れた点  

改善を要する点 
大学院発足後定員の充足が課題となっている。特に、学部生の進学が促進されるような制度の整備が必要と

なる。 



 

11 

 

（２）関係法令等に対応する関連資料 
番

号 

関係法令等 関連資料 

学校教育法 

① 

第九十九条 
大学院は、学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥をきわめ、又は高度の専門性が求め
られる職業を担うための深い学識及び卓越した能力を培い、文化の進展に寄与することを目
的とする。 
② 大学院のうち、学術の理論及び応用を教授研究し、高度の専門性が求められる職業を担
うための深い学識及び卓越した能力を培うことを目的とするものは、専門職大学院とする。 

長野大学大学院学則 
第 2 条（目的） 

 大学院設置基準 

② 

第一条の二（教育研究上の目的） 
 大学院は、研究科又は専攻ごとに、人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的を
学則等に定めるものとする。 

長野大学大学院学則 
第 2 条（目的） 

長野大学大学院パンフレ
ット 

③ 

第二条（大学院の課程） 
 大学院における課程は、修士課程、博士課程及び専門職学位課程（学校教育法第九十九条
第二項の専門職大学院の課程をいう。以下同じ。）とする。 
２ 大学院には、修士課程、博士課程及び専門職学位課程のうち二以上を併せ置き、又はそ
のいずれかを置くものとする。 

長野大学大学院学則 
第 5 条（課程） 

④ 
 

第三条（修士課程） 
 修士課程は、広い視野に立つて精深な学識を授け、専攻分野における研究能力又はこれに
加えて高度の専門性が求められる職業を担うための卓越した能力を培うことを目的とする。 
２ 修士課程の標準修業年限は、二年とする。ただし、教育研究上の必要があると認められ
る場合には、研究科、専攻又は学生の履修上の区分に応じ、その標準修業年限は、二年を
超えるものとすることができる。 

３ 前項の規定にかかわらず、修士課程においては、主として実務の経験を有する者に対し
て教育を行う場合であつて、教育研究上の必要があり、かつ、昼間と併せて夜間その他特
定の時間又は時期において授業又は研究指導を行う等の適切な方法により教育上支障を生
じないときは、研究科、専攻又は学生の履修上の区分に応じ、標準修業年限を一年以上二
年未満の期間とすることができる。 

長野大学大学院学則 
第 5 条（課程） 
第 6 条（課程の目的） 
第 7 条（研究科、専攻、 
定員及び目的） 

⑤ 

第四条（博士課程） 
 博士課程は、専攻分野について、研究者として自立して研究活動を行い、又はその他の高
度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を養う
ことを目的とする。 
２ 博士課程の標準修業年限は、五年とする。ただし、教育研究上の必要があると認められ
る場合には、研究科、専攻又は学生の履修上の区分に応じ、その標準修業年限は、五年を
超えるものとすることができる。 

３ 博士課程は、これを前期二年及び後期三年の課程に区分し、又はこの区分を設けないも
のとする。ただし、博士課程を前期及び後期の課程に区分する場合において、教育研究上
の必要があると認められるときは、研究科、専攻又は学生の履修上の区分に応じ、前期の
課程については二年を、後期の課程については三年を超えるものとすることができる。 

４ 前期二年及び後期三年の課程に区分する博士課程においては、その前期二年の課程は、
これを修士課程として取り扱うものとする。前項ただし書の規定により二年を超えるもの
とした前期の課程についても、同様とする。 

５ 第二項及び第三項の規定にかかわらず、教育研究上必要がある場合においては、第三項
に規定する後期三年の課程のみの博士課程を置くことができる。この場合において、当該
課程の標準修業年限は、三年とする。ただし、教育研究上の必要があると認められる場合
には、研究科、専攻又は学生の履修上の区分に応じ、その標準修業年限は、三年を超える
ものとすることができる。 

長野大学大学院学則 
第 5 条（課程） 
第 6 条（課程の目的） 
第 7 条（研究科、専攻、 
定員及び目的） 

⑥ 

第五条（研究科） 
 研究科は、専門分野に応じて、教育研究上の目的から組織されるものであつて、専攻の種
類及び数、教員数その他が大学院の基本となる組織として適当な規模内容を有すると認めら
れるものとする。 

長野大学大学院学則 
第 7 条（研究科、専攻、 
定員及び目的） 

⑦ 

第六条（専攻） 
 研究科には、それぞれの専攻分野の教育研究を行うため、数個の専攻を置くことを常例と
する。ただし、教育研究上適当と認められる場合には、一個の専攻のみを置くことができる。 
２ 前期及び後期の課程に区分する博士課程においては、教育研究上適当と認められる場合
には、前期の課程と後期の課程で異なる専攻を置くことができるものとする。 

長野大学大学院学則 
第 7 条（研究科、専攻、 
定員及び目的） 

⑧ 

第十条（収容定員） 
 収容定員は、教員組織及び施設設備その他の教育研究上の諸条件を総合的に考慮し、課程
の区分に応じ専攻を単位として研究科ごとに定めるものとする。 
２ 前項の場合において、第四十五条の規定により外国に研究科、専攻その他の組織を設け
るときは、これに係る収容定員を明示するものとする。 

３ 大学院は、教育研究にふさわしい環境の確保のため、在学する学生の数を収容定員に基
づき適正に管理するものとする。 

長野大学大学院学則 
第 7 条（研究科、専攻、 
定員及び目的） 

共通基礎データ 

  

⑨ 

第二十二条の四（研究科等の名称） 
 研究科及び専攻（以下「研究科等」という。）の名称は、研究科等として適当であるととも
に、当該研究科等の教育研究上の目的にふさわしいものとする。 

長野大学大学院学則 
第 5 条（課程） 
第 6 条（課程の目的） 
第 7 条（研究科、専攻、 
定員及び目的）   

https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210428-092531-3458.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210428-092531-3458.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210811-092040-5255.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210811-092040-5255.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210428-092531-3458.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210428-092531-3458.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210428-092531-3458.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210428-092531-3458.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210428-092531-3458.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210428-092531-3458.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210428-092531-3458.pdf
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 ロ 教員組織に関すること （①大学）                       
（１）自己点検・評価の実施状況 
１）教授会 

本学では、学則第 58 条により、学部に教授会を置いて

いる。教授会は、専任の教授、准教授及び助教で組織され、

毎月一回の定例会を開催している。 

教授会の下に各種委員会を置き、教授会から委任された

事項を審議している。 

なお、学長は、長野大学教授会規程第 3 条（任務等）で

規定されている事項について、教授会の意見を聴取し、学

長学部長会議に諮り最終的な意思決定を行っている。 

 

２）教員組織 

教員は学部の学科等に所属しており、学士課程教育のほ

か、一部の教員においては、大学院課程における研究指導

等も担っている。 

教授会に入試や教務等に係る委員会を設置し、それぞれ

の委員会に適切に教員を配置している。また、学部運営会

議を定期的に開催し、教授会と連携をとることで、学部運

営の組織的な体制を構築している。 

 

３）教員の選考等・年齢構成 

教員の選考については、長野大学教員任用選考規程に定

めている。教員を採用する場合は、原則として公募するも

のとしており、公募は中期計画及び学長の意見を踏まえ、

理事長が定めた教員人事の基本方針に基づき行っている。

採用候補者は、長野大学人事委員会規程に基づき、人事委

員会のもとに設置される選考委員会で審査し、人事委員会

で選考する。選考結果は教授会に提案され教授会で候補者

を決定する。学長は採用候補者を理事長に上申し、理事会

の議を経て採用予定者を決定する。なお、大学院設置及び

学部改編のために配置する教員の任用は、長野大学特別人

事委員会に関する要綱に基づき、特別人事委員会が選考す

る。特別人事委員会は選考結果を学長に報告し、学長は採

用候補者を理事長に上申し、理事会の議を経て採用予定者

を決定する。 

専任教員の年齢構成については、40 歳未満が 9 人、40

代が 15 人、50 代が 11 人、60 歳以上が 26 人となってお

り、60 歳台に偏りが見られる。性別の構成については、女

性が全体の 15％となっており、少ない傾向にある。 

４）授業科目の担当 

総授業科目数 800 に対し、専任教員が総授業科目数の約

74％（591 科目）を担当している。 

 また、教育上主要と認められる授業科目は、必修科目と

して位置づけ、原則として専任教授、准教授が担当してい

る。社会福祉学部の社会福祉士、精神保健福祉士の演習・

実習科目においては、すべての科目で実習助手が授業補助

を行っている。 

 なお、非常勤講師の採用にあたっては、公立大学法人長

野大学非常勤講師就業規則に基づき選考を行っている。 

 

５）専任教員数 

本学の専任教員数は以下の表の通りであり、大学設置基

準に照らして必要な教授等の数を上回る人数を確保してい

る。 

 

表 専任教員数 

（2022 年 5 月 1 日時点、単位：人） 

学
部 

学
科 

収
容
定
員 

必
要
な

専
任
教

員
数 

専
任
教

員
数 

 

う
ち

教
授 

う

ち
准
教

等 

社会福祉学部 社会福祉学科 630 14 28 21 7 

環境ﾂｰﾘｽﾞﾑ 

学部 

環境ﾂｰﾘｽﾞﾑ 

学科 
390 12 14 11 3 

企業情報学部 企業情報学科 390 13 15 10 5 

淡水生物学研究所 ― ― 4 3 1 

全  体 1,410 17 ― ― ― 

合  計  56 61 45 16 
 

自己評価結果 以上の自己点検・評価の内容を踏まえ、当該評価事項に適合していると判断する。 

優れた点  

改善を要する点 若手教員の採用やジェンダーバランスをより考慮した教員採用に取り組むこと。 
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（２）関係法令等に対応する関連資料 
番

号 

関係法令等 関連資料 

学校教育法 

① 

第九十三条 
 大学に、教授会を置く。 
② 教授会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べるもの
とする。 
一 学生の入学、卒業及び課程の修了 
二 学位の授与 
三 前二号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、教授会の意見を聴
くことが必要なものとして学長が定めるもの 

③ 教授会は、前項に規定するもののほか、学長及び学部長その他の教授会が置かれ
る組織の長（以下この項において「学長等」という。）がつかさどる教育研究に関
する事項について審議し、及び学長等の求めに応じ、意見を述べることができる。 

④ 教授会の組織には、准教授その他の職員を加えることができる。 

長野大学学則 
第 58条（教授会） 

長野大学教授会規程  
第 2 条（組織） 
第 3 条（任務等） 

 

 大学設置基準 

② 

第七条（教員組織） 
 大学は、その教育研究上の目的を達成するため、教育研究組織の規模並びに授与す
る学位の種類及び分野に応じ、必要な教員を置くものとする。 
２ 大学は、教育研究の実施に当たり、教員の適切な役割分担の下で、組織的な連携
体制を確保し、教育研究に係る責任の所在が明確になるように教員組織を編制する
ものとする。 

３ 大学は、教育研究水準の維持向上及び教育研究の活性化を図るため、教員の構成
が特定の範囲の年齢に著しく偏ることのないよう配慮するものとする。 

４ 大学は、二以上の校地において教育を行う場合においては、それぞれの校地ごと
に必要な教員を置くものとする。なお、それぞれの校地には、当該校地における教
育に支障のないよう、原則として専任の教授又は准教授を少なくとも一人以上置く
ものとする。ただし、その校地が隣接している場合は、この限りでない。 

長野大学学則 
第 55条（組織） 
第 56条（教職員） 

長野大学教授会規程 
 第 4 条（委員会） 
長野大学教員任用選考規程 
長野大学人事委員会規程 
長野大学 Web サイト 

大学情報の公表について 
2 教育研究上の基本組織 
3 教員組織、教員の数、各教員が 
有する学位及び業績 

※ 教員の職務・資格等については、学校教育法第九十二条、大学設置基準第十四条・
第十五条・第十六条・第十六条の二・第十七条を参照すること 

③ 

第十条（授業科目の担当） 
 大学は、教育上主要と認める授業科目（以下「主要授業科目」という。）について
は原則として専任の教授又は准教授に、主要授業科目以外の授業科目についてはなる
べく専任の教授、准教授、講師又は助教（第十三条、第四十六条第一項及び第五十五
条において「教授等」という。）に担当させるものとする。 
２ 大学は、演習、実験、実習又は実技を伴う授業科目については、なるべく助手に
補助させるものとする。 

長野大学学則 
第 11条（教育課程の編成、授業科目） 

シラバス 
公立大学法人長野大学非常勤講師就業
規則 

④ 

第十二条（専任教員） 
 教員は、一の大学に限り、専任教員となるものとする。 
２ 専任教員は、専ら前項の大学における教育研究に従事するものとする。 
３ 前項の規定にかかわらず、大学は、教育研究上特に必要があり、かつ、当該大学
における教育研究の遂行に支障がないと認められる場合には、当該大学における教
育研究以外の業務に従事する者を、当該大学の専任教員とすることができる。 

長野大学学則 
第 56条（教職員） 

長野大学教員任用選考規程 
長野大学人事委員会規程 
共通基礎データ 

⑤ 

第十三条（専任教員数） 
 大学における専任教員の数は、別表第一により当該大学に置く学部の種類及び規模
に応じ定める教授等の数（共同学科を置く学部にあつては、当該学部における共同学
科以外の学科を一の学部とみなして同表を適用して得られる教授等の数と第四十六
条の規定により得られる当該共同学科に係る専任教員の数を合計した数）と別表第二
により大学全体の収容定員に応じ定める教授等の数を合計した数以上とする。 

長野大学学則 
第 56条（教職員） 

長野大学教員任用選考規程 
共通基礎データ 

※ 専任教員の数については、大学設置基準別表第一・別表第二を参照すること   

https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20220517-100028-5757.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20220517-100028-5757.pdf
https://www.nagano.ac.jp/outline/information/
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20220517-100028-5757.pdf
https://camxs.nagano.ac.jp/campusweb/slbssrch.do
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20220517-100028-5757.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20220517-100028-5757.pdf
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 ロ 教員組織に関すること （②大学院）                      

（１）自己点検・評価の実施状況 
１）教員組織 

本大学院において授業及び研究指導を担当する専任教員

は、大学院学則第 7 条に規定する研究科及び専攻の目的を

踏まえて設定した開講科目を適切に担当できる資質と研究

業績をもつことが認められる教授、准教授及び助教を充て

ている。 

大学院の運営組織においては、研究科長の下に社会福祉

学専攻長及び発達支援学専攻長を置き、大学院教育におい

て組織的な連携体制を整え、円滑な運営を行っている。 

本大学院では、大学院学則第 9 条により設置された研究

科委員会が教授会としての役割を担っている。研究科委員

会は、研究科の専任教員で組織され、長野大学大学院研究科

委員会規程第 3 条に規定されている事項について、学長に

意見を述べることとしている。 

なお、大学院の入試、教務、広報に関する事項は、研究科

に設置された各専門部会において審議している。 

 

２）教員の配置状況 

総合福祉学研究科の専任教員は、社会福祉学部との兼務

となっており、前項で記述した選考方法に基づき採用して

いる。 

教員の配置については、認可申請時の教員資格審査結果

に基づき適切に行っており、大学院設置基準第 9 条に基づ

く「大学院の専攻ごとに置くものとする教員の数について

定める件」別表第一に示す設置基準を満たしている。 

なお、研究科における研究指導は、各学生に対し主指導教

員（研究指導教員）と副指導教員（研究指導教員、研究指導

補助教員）の 2 名体制で行っており、適宜、研究指導教員が

研究指導補助教員の役割を担っている。 

 

  

表 教員の配置状況 

（2022 年 5 月 1 日時点、単位：人） 

 

専任教員の年齢構成については 30代 3 人、40 代 8 人、

50 代 2 人、60 代 9 人、70 代以上 4 人となっている。全体

として中間層が手薄であり、高年齢層に比重が偏ってい

る状況である。 

特に社会福祉学専攻において、高年齢層の構成比が高

い状況にあるが、大学院の設置にあたり、博士学位論文作

成の指導を行うための研究教育能力、研究業績を有する

教員を必要としていた事情による。完成年度以降に向け

ては、計画的な教員選考の実施により年齢構成の偏りを

改善し、バランスのとれた教員組織を構築する。 

 

総合福祉学

研究科 
収
容
定
員 

必要な教員数 教員の配置状況 

研究

指導

教員 

研 究

指 導

補 助

教員 

研究

指導

教員 

 研究

指導

補助

教員 

講 義

の み

担当 
(内、

教授) 

社会福祉学

専攻（博士

前期課程） 
10 3 2 8 6 3 0 

社会福祉学

専攻（博士

後期課程） 
9 3 2 8 8 1 2 

発達支援学

専攻修士課

程 
10 3 2 10 6 2 2 

自己評価結果 以上の自己点検・評価の内容を踏まえ、当該評価事項に適合していると判断する。 

優れた点  

改善を要する点 
完成年度以降に向けて、任用選考基準を定め、専任教員の年齢構成が偏らないよう計画的な採用に取り組

むこと。 
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（２）関係法令等に対応する関連資料 
番

号 

関係法令等 関連資料 

大学院設置基準 

① 

第八条（教員組織） 
 大学院には、その教育研究上の目的を達成するため、研究科及び専攻の規模並びに授与す
る学位の種類及び分野に応じ、必要な教員を置くものとする。 
２ 大学院は、教員の適切な役割分担及び連携体制を確保し、組織的な教育が行われるよう
特に留意するものとする。 

３ 大学院の教員は、教育研究上支障を生じない場合には、学部、研究所等の教員等がこれ
を兼ねることができる。 

４ 第七条の二に規定する研究科の教員は、教育研究上支障を生じない場合には、当該研究
科における教育研究を協力して実施する大学の教員がこれを兼ねることができる。 

５ 大学院は、教育研究水準の維持向上及び教育研究の活性化を図るため、教員の構成が特
定の範囲の年齢に著しく偏ることのないよう配慮するものとする。 

６ 大学院は、二以上の校地において教育を行う場合においては、それぞれの校地ごとに必
要な教員を置くものとする。なお、それぞれの校地には、当該校地における教育に支障の
ないよう、原則として専任の教授又は准教授を少なくとも一人以上置くものとする。ただ
し、その校地が隣接している場合は、この限りでない。 

長野大学大学院学則 
第 7 条（研究科、専攻、
定員及び目的） 
第 8 条（研究科長、専攻長） 

大学院設置認可申請書（設
置の趣旨） p.75 
長野大学 Web サイト 

大学情報の公表について 
2 教育研究上の基本組織 
3 教員組織、教員の数、各 
教員が有する学位及び 
業績 

長野大学大学院研究科委員
会規程 
共通基礎データ 

※ 教員の職務・資格等については、学校教育法第九十二条を参照すること 

② 

第九条（教員組織） 
 大学院には、前条第一項に規定する教員のうち次の各号に掲げる資格を有する教員を、専
攻ごとに、文部科学大臣が別に定める数置くものとする。 
一 修士課程を担当する教員にあつては、次の一に該当し、かつ、その担当する専門分野に
関し高度の教育研究上の指導能力があると認められる者 
イ 博士の学位を有し、研究上の業績を有する者 
ロ 研究上の業績がイの者に準ずると認められる者 
ハ 芸術、体育等特定の専門分野について高度の技術・技能を有する者 
ニ 専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有する者 

二 博士課程を担当する教員にあつては、次の一に該当し、かつ、その担当する専門分野に
関し、極めて高度の教育研究上の指導能力があると認められる者 
イ 博士の学位を有し、研究上の顕著な業績を有する者 
ロ 研究上の業績がイの者に準ずると認められる者 
ハ 専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有する者 

２ 博士課程（前期及び後期の課程に区分する博士課程における前期の課程を除く。）を担当
する教員は、教育研究上支障を生じない場合には、一個の専攻に限り、修士課程を担当す
る教員のうち前項第二号の資格を有する者がこれを兼ねることができる。 

大学院設置認可申請書（設
置の趣旨） p.75 
大学院学修ガイド[履修要
項] p.27,32,42 
 

※ 専攻ごとに置くものとする教員の数については、平成十一年文部省告示第百七十五号を
参照すること 

③ 

第九条の二（一定規模数以上の入学定員の大学院研究科の教員組織） 
 研究科の基礎となる学部の学科の数を当該研究科の専攻の数とみなして算出される一個の
専攻当たりの入学定員が、専門分野ごとに文部科学大臣が別に定める数（以下「一定規模数」
という。）以上の場合には、当該研究科に置かれる前条に規定する教員のうち、一定規模数を
超える部分について当該一定規模数ごとに一人を、大学設置基準（昭和三十一年文部省令第
二十八号）第十三条に定める専任教員の数に算入できない教員とする。 

該当なし 

※ 一個の専攻当たりの入学定員の一定の数（「一定規模数」）については、平成十一年文部省
告示第百七十六号を参照すること   

https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210428-092531-3458.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210407-151142-6678.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210407-151142-6678.pdf
https://www.nagano.ac.jp/outline/information/
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210407-151142-6678.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210407-151142-6678.pdf
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 ハ 教育課程に関すること （①大学）                       
（１）自己点検・評価の実施状況 
１）入学者選抜  

本学の入学者選抜は、アドミッション・ポリシーに沿っ

て、多様な入学者選抜試験［一般選抜（189 人）、総合型選

抜（60 人）、推薦型選抜（91人）、帰国生徒特別入試（若

干名）、社会人シニア特別入試（若干名）、外国人留学生入

試（若干名）、編入学試験（25 人）］を実施している。 

入学者選抜に関する事項の審議機関としてアドミッシ

ョンセンター運営委員会と学部の入試委員会が長野大学

学則、公立大学法人長野大学組織規程、長野大学教授会規

程及び長野大学アドミッションセンター規程により規定、

整備されている。 

アドミッションセンターでは、学生の受け入れ方針及び

入試の実施結果や文部科学省からの通達等を踏まえ、制度

変更の必要性を協議するとともに、当該年度の入学者選抜

試験の実施体制についても併せて協議している。 

また、学部の入試委員会では、合否判定を含む学部ごと

の入試制度について協議している。特に、合否判定は、公

平性を担保するため、受験番号と当該入学者選抜の得点の

みを資料として利用している。 

なお、アドミッションセンター及び入試委員会における

全ての協議は合議のプロセスを経て行われている。 

入学者選抜試験の実施にあたっては、担当する職員に対

し試験ごとに説明会を実施し適正かつ確実な入学者選抜

試験業務の遂行に留意している。 

受験上の配慮が必要な受験者に対しては、事前相談を原 

則とし、入学者選抜要項に必要事項を明記している。本人

からの申し出による合理的配慮として、別室受験、移動支

援、試験問題の拡大化、点字化、座席の指定、補聴器等の

装用、注意事項の文書による伝達等を実施している。 

２）教育課程の編成・授業等 

本学の教育課程は、各学部のカリキュラム・ポリシーに

基づき編成している。すべての授業科目は、学則に基づき 

教養科目及び専門教育科目に区分し、各学部の履修体系

（表）において必修科目、選択必修科目及び選択科目に区

分され、配当年次、単位数及び履修方法が定められている。 

専門教育科目における必修及び選択必修科目は、受講年

次に応じて段階的に配当され、本学及び各学部の教育上の

目的を達成すべく体系的に編成されている。 

授業時間は、前学期・後学期に各 15 週の授業時間と 1 週

の定期試験時間を確保している。学年歴は、学修ガイド［履

修要項］に掲載しているほか、学生が随時参照できるよう

Web（Google Drive）に掲載している。 

授業科目は 1 単位につき 45 時間の学修を必要とする内

容で構成されており、講義・演習・実習・実技など授業形

態に応じて 15～45 時間の授業をもって 1 単位とすること

を学則で定めている。 

各学期の履修制限単位数は年次ごとに定めており、単位

の実質化と学修の質の向上を図っている。また、直前学期

の GPA 値に応じて履修上限単位数を緩和している。 

単位の算定基準や履修制限単位数等は、学修ガイド［履

修要項］に記載するとともに、ガイダンスを通じて学生に

周知している。 

３）成績評価基準・卒業認定要件 

成績評価基準は、学則第 22 条の規定に基づき、シラバ

スに明示して学生に公表している。成績はシラバスに記載

された評価項目（試験、レポート、小テスト及び平常の成

績等）を勘案して、総合的に判定を行っている。なお、シ

ラバスは、大学教育センターが示した「シラバス作成要領」

に従って作成されており、全ての科目の記載内容を教務委

員が中心となって確認している。 

成績評価の客観性・厳格性を担保するための措置とし

て、学生が成績評価に関する質疑について教務担当を通じ

て担当教員に問い合わせることのできる制度を設けてお

り、手続きの流れを学修ガイド[履修要項]に記載してい

る。 

卒業認定基準は、ディプロマ・ポリシーで学位授与にあ

たっての到達点等を示し、卒業認定要件を学則で明確に定

めている。学生には、学修ガイド[履修要項]に明示して周

知している。卒業認定要件を満たす学生について、ディプ

ロマ・ポリシーを踏まえ、大学教育センター運営委員会、

教授会の議を経て学長が卒業を認定し、学士の学位を授与

している。 

自己評価結果 以上の自己点検・評価の内容を踏まえ、当該評価事項に適合していると判断する。 

優れた点  

改善を要する点  



 

17 

 

（２）関係法令等に対応する関連資料 
番号 関係法令等 関連資料 

大学設置基準 

① 

第二条の二（入学者選抜） 

 入学者の選抜は、公正かつ妥当な方法により、適切な体制を整えて行うものとする。 

長野大学学則 

 第 27 条（入学資格） 

公立大学法人長野大学組織規程 

長野大学アドミッションセンター規程 

長野大学入学者選抜規程 

入学者選抜要項 

※ 大学に入学できる者の資格については、学校教育法第九十条を参照する 

② 

第十九条（教育課程の編成方針） 

 大学は、当該大学、学部及び学科又は課程等の教育上の目的を達成するために必要な授業科目を自ら

開設し、体系的に教育課程を編成するものとする。 

２ 教育課程の編成に当たつては、大学は、学部等の専攻に係る専門の学芸を教授するとともに、幅広

く深い教養及び総合的な判断力を培い、豊かな人間性を涵養するよう適切に配慮しなければならない。 

長野大学学則 

第 11 条（教育課程の編成、授業科目） 

第 19 条（単位の算定基準） 

第 21 条（卒業単位） 

第 22 条（成績評価基準等の明示等） 

第 23 条（単位認定） ※ 学位規程については、学位規則第十三条を参照すること 

③ 

第二十条（教育課程の編成方法） 

 教育課程は、各授業科目を必修科目、選択科目及び自由科目に分け、これを各年次に配当して編成す

るものとする。 

長野大学学則 

第 11 条（教育課程の編成、授業科目） 

別表 

④ 

第二十一条（単位） 

 各授業科目の単位数は、大学において定めるものとする。 

２ 前項の単位数を定めるに当たつては、一単位の授業科目を四十五時間の学修を必要とする内容をも

つて構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必要な学

修等を考慮して、次の基準により単位数を計算するものとする。 

一 講義及び演習については、十五時間から三十時間までの範囲で大学が定める時間の授業をもつ

て一単位とする。 

二 実験、実習及び実技については、三十時間から四十五時間までの範囲で大学が定める時間の授業

をもつて一単位とする。ただし、芸術等の分野における個人指導による実技の授業については、大

学が定める時間の授業をもつて一単位とすることができる。 

三 一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う

場合については、その組み合わせに応じ、前二号に規定する基準を考慮して大学が定める時間の授

業をもつて一単位とする。 

３ 前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究、卒業制作等の授業科目については、これらの学修

の成果を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には、これらに必要な学修等を考慮し

て、単位数を定めることができる。 

長野大学学則 

第 19 条（単位の算定基準） 

シラバス 

⑤ 
第二十二条（一年間の授業時間） 

 一年間の授業を行う期間は、定期試験等の期間を含め、三十五週にわたることを原則とする。 

2022 年度学年歴 

⑥ 

第二十三条（各授業科目の授業時間） 

 各授業科目の授業は、十週又は十五週にわたる期間を単位として行うものとする。ただし、教育上必

要があり、かつ、十分な教育効果をあげることができると認められる場合は、この限りでない。 

（同上） 

⑦ 

第二十五条（授業の方法） 

 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併用により行うものと

する。 

２ 大学は、文部科学大臣が別に定めるところにより、前項の授業を、多様なメディアを高度に利用し

て、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。 

３ 大学は、第一項の授業を、外国において履修させることができる。前項の規定により、多様なメデ

ィアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる場合についても、同様とする。 

４ 大学は、文部科学大臣が別に定めるところにより、第一項の授業の一部を、校舎及び附属施設以外

の場所で行うことができる。 

シラバス 

⑧ 

第二十五条の二（成績評価基準等の明示等） 

 大学は、学生に対して、授業の方法及び内容並びに一年間の授業の計画をあらかじめ明示するものと

する。 

２ 大学は、学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たつては、客観性及び厳格性を確保するため、

学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに、当該基準にしたがつて適切に行うものとする。 

長野大学学則 

第 22 条（成績評価基準等の明示等） 

第 23 条（単位認定） 

学修ガイド[履修要項] p．14 

シラバス 

※ 卒業の要件については、大学設置基準第三十二条、学校教育法施行規則第百四十七条を参照するこ

と 

⑨ 

第二十七条（単位の授与） 

 大学は、一の授業科目を履修した学生に対しては、試験の上単位を与えるものとする。ただし、第二

十一条第三項の授業科目については、大学の定める適切な方法により学修の成果を評価して単位を与え

ることができる。 

長野大学学則 

第 21 条（卒業単位） 

第 23 条（単位認定） 

学修ガイド[履修要項] p．18 

⑩ 

第二十七条の二（履修科目の登録の上限） 

 大学は、学生が各年次にわたつて適切に授業科目を履修するため、卒業の要件として学生が修得すべ

き単位数について、学生が一年間又は一学期に履修科目として登録することができる単位数の上限を定

めるよう努めなければならない。 

２ 大学は、その定めるところにより、所定の単位を優れた成績をもつて修得した学生については、前

項に定める上限を超えて履修科目の登録を認めることができる。 

学修ガイド[履修要項] p．14 

   

https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20220517-100028-5757.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20220517-100028-5757.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20220517-100028-5757.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20220517-100028-5757.pdf
https://camxs.nagano.ac.jp/campusweb/slbssrch.do
https://camxs.nagano.ac.jp/campusweb/slbssrch.do
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20220517-100028-5757.pdf
https://camxs.nagano.ac.jp/campusweb/slbssrch.do
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20220517-100028-5757.pdf
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 ハ 教育課程に関すること （②大学院）                      

（１）自己点検・評価の実施状況 
１）入学者選抜 

本大学院の入学者選抜では、専攻ごとにアドミッショ

ン・ポリシーを定め、それぞれの研究分野で必要な能力、

研究と勉学に対する意欲などを問うために英語、専門科

目、面接試験を実施している。 

選抜結果については、研究科委員会の下に設置された入

試専門部会及び研究科委員会の審議を経て学長が決定す

る。 

募集人員は、社会福祉学専攻 博士前期課程が 5 人、発

達支援学専攻 修士課程が 5 人、社会福祉学専攻 博士後期

課程が 3 人となっており、いずれの試験区分においても入

学者が希望する専門科目と教育内容とのミスマッチを防

ぐため、出願前に希望する指導教員名を確認し、希望教員

と事前に面談することのできる「出願前相談」を設け、本

研究科の理念、内容を説明したうえで研究計画の策定を求

めている。 

出題・採点及び面接試験に際しては、複数の教員による

確認体制をとるなど、公平・公正な試験の実施に努めてい

る。 

２）教育課程の編成・授業及び研究指導等 

本大学院の教育課程は、大学院学則に規定し、各専攻の

カリキュラム・ポリシーに基づき、基盤部門・展開部門・

プロジェクト部門・論文指導部門の 4 部門によって体系的

に構成されている。博士前期課程・修士課程では、基盤部

門で原理論科目・研究方法論科目・演習科目を学修し、展

開部門で各領域の講義科目を通じて学修する。さらに複数

教員による共同研究プロジェクト及び論文指導により、研

究・教育者、自律的な専門職従事者に不可欠な研究の視点

と枠組、判断力、実行力、評価力を実践的に修得すること

をねらいとしている。 

博士後期課程では、基盤部門で社会福祉の諸理論などを

歴史的・理論的に学修するとともに、演習科目を必修とし、

研究対象に応じて展開部門の講義科目、共同研究プロジェ

クトを選択し学修する。また、論文指導により、研究・教

育者、高度の自立的かつ指導的な専門職従事者に不可欠と

される研究の視点と枠組、判断力、実行力、評価力、研究

能力を実践的に修得することをねらいとしている。 

 大学院学修ガイド［履修要項］により学位取得プロセス

及び複数の履修モデルを示している。これにより、教育課

程の履修を円滑かつ効果的に推進するとともに、研究指導

計画を策定している。学生は、入学時に自身の研究分野・

テーマに沿って選択した主指導教員と、主指導教員が指定

する副指導教員の指導のもと、論文作成にあたっている。 

また、セメスターごとに学生の企画運営による「中間発

表会」を開催し、研究の到達水準と内容を確認・評価する

機会を設けている。さらに、毎学期末に学生に対して期末

研究報告書の提出を求め、研究の進捗状況や各教員の指導

方法、評価の手順について研究科委員会で確認している。 

３）成績評価基準・修了認定基準 

成績評価基準は、大学院学則第 21 条の規定に基づき、

シラバスに明示して学生に公表している。学部同様、成績

はシラバスに記載された評価項目を勘案して、総合的に判

定を行っており、成績評価の客観性・厳格性を担保するた

めの措置として、成績評価質疑制度を設けている。 

学位論文審査基準及び各課程の修了要件等については、

大学院学則及び長野大学学位規程で定め、大学院学修ガイ

ド[履修要項]に明示してガイダンス等を通じて学生に周

知している。 

修士課程及び博士前期課程の修了要件は、2 年の在学期

間を満たし、所定の授業科目について 30 単位以上を修得

するとともに、学位論文の審査及び最終試験に合格しなけ

ればならない。 

博士後期課程の修了要件は、3 年の在学期間を満たし、

所定の授業科目について 20単位以上を修得するとともに、

学位論文の審査及び最終試験に合格しなければならない。   

 

自己評価結果 以上の自己点検・評価の内容を踏まえ、当該評価事項に適合していると判断する。 

優れた点  

改善を要する点 学部からの進学者の確保について、学部教育との系統的な取り組みが必要であること。 
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（２）関係法令等に対応する関連資料 
番

号 

関係法令等 関連資料 

大学院設置基準 

① 

第一条の三（入学者選抜） 
 入学者の選抜は、公正かつ妥当な方法により、適切な体制を整えて行うものとする。 

長野大学大学院入学者選抜規程 
長野大学大学院研究科委員会規程 
大学院入試専門部会要綱 
長野大学大学院入学者選抜要項 
 社会福祉学専攻 博士前期課程 
発達支援学専攻 修士課程 

 社会福祉学専攻 博士後期課程 

② 

第十一条（教育課程の編成方針） 
 大学院は、当該大学院、研究科及び専攻の教育上の目的を達成するために必要な授業科
目を自ら開設するとともに学位論文の作成等に対する指導（以下「研究指導」という。）
の計画を策定し、体系的に教育課程を編成するものとする。 
２ 教育課程の編成に当たつては、大学院は、専攻分野に関する高度の専門的知識及び能
力を修得させるとともに、当該専攻分野に関連する分野の基礎的素養を涵養するよう
適切に配慮しなければならない。 

長野大学大学院学則 
第 16条（教育方法） 

大学院パンフレット 
大学院設置認可申請書類（設置の
趣旨） p.14 
大学院学修ガイド[履修要項] p.15 
シラバス 

※ 学位規程については、学位規則第十三条を参照すること 

③ 

第十二条（授業及び研究指導） 
 大学院の教育は、授業科目の授業及び研究指導によつて行うものとする。 

長野大学大学院学則 
第 16条（教育方法） 
第 17条（授業科目）、別表 

大学院設置認可申請書類（設置の
趣旨）p.79 

④ 

第十三条（研究指導） 
 研究指導は、第九条の規定により置かれる教員が行うものとする。 
２ 大学院は、教育上有益と認めるときは、学生が他の大学院又は研究所等において必要
な研究指導（共同教育課程を編成する専攻の学生が当該共同教育課程を編成する大学
院において受けるもの及び国際連携教育課程を編成する専攻の学生が当該国際連携教
育課程を編成する大学院において受けるものを除く。以下この項において同じ。）を受
けることを認めることができる。ただし、修士課程の学生について認める場合には、当
該研究指導を受ける期間は、一年を超えないものとする。 

長野大学大学院学則 
第 23条（他の大学院における研
究指導） 

大学院設置認可申請書類（設置の
趣旨）p.75 

⑤ 

第十四条の二（成績評価基準等の明示等） 
 大学院は、学生に対して、授業及び研究指導の方法及び内容並びに一年間の授業及び研
究指導の計画をあらかじめ明示するものとする。 
２ 大学院は、学修の成果及び学位論文に係る評価並びに修了の認定に当たつては、客観
性及び厳格性を確保するため、学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに、
当該基準にしたがつて適切に行うものとする。 

長野大学大学院学則 
第 20条（単位の授与及び成績評
価） 
第 21条（成績評価基準等の明示
等） 
第 26条（修了） 

大学院学修ガイド[履修要項]  
p.15,26 
シラバス 

※ 修士課程及び博士課程の修了要件については、大学院設置基準第十六条・第十七条、
学位規則第三条・第四条を参照すること 

※ 学位論文に係る評価にあたつての基準の公表については、学校教育法施行規則第 172
条の 2 第 3 項を参照すること 

⑥ 

第十五条（大学設置基準の準用） 
 大学院の各授業科目の単位、授業日数、授業期間、授業を行う学生数、授業の方法及び
単位の授与、他の大学院における授業科目の履修等、入学前の既修得単位等の認定、長期
にわたる教育課程の履修並びに科目等履修生等については、大学設置基準第二十一条か
ら第二十五条まで、第二十七条、第二十八条第一項（同条第二項において準用する場合を
含む。）、第三十条第一項及び第三項、第三十条の二並びに第三十一条（第三項を除く。）
の規定を準用する。この場合において、第二十八条第一項中「六十単位」とあるのは「十
単位」と、同条第二項中「及び外国の」とあるのは「、外国の」と、「当該教育課程にお
ける授業科目を我が国において」とあるのは「当該教育課程における授業科目を我が国に
おいて履修する場合及び国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の実
施に伴う特別措置法（昭和五十一年法律第七十二号）第一条第二項に規定する千九百七十
二年十二月十一日の国際連合総会決議に基づき設立された国際連合大学（第三十五条第
一項において「国際連合大学」という。）の教育課程における授業科目を」と、第三十条
第三項中「前二項」とあるのは「第一項」と、「第二十八条第一項（同条第二項において
準用する場合を含む。）及び前条第一項により当該大学において修得したものとみなす単
位数と合わせて六十単位」とあるのは「十単位」と、第三十条の二中「修業年限」とある
のは「標準修業年限」と、「卒業」とあるのは「課程を修了」と読み替えるものとする。 

長野大学大学院学則 
第 11条（長期履修学生） 
第 17条（授業科目） 
第 18条（授業の方法） 
第 19条（単位の計算方法） 
第 20条（単位の授与及び成績評 
価） 
第 22条（他の大学院における授 
業科目の履修等） 
第 24条（入学前の既修得単位の 
取扱い） 
第 59条（科目等履修生） 
第 70条（所規程の準用） 

 

  

https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210428-092531-3458.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210811-092040-5255.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210407-151142-6678.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210407-151142-6678.pdf
https://camxs.nagano.ac.jp/campusweb/slbssrch.do
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210428-092531-3458.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210407-151142-6678.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210407-151142-6678.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210428-092531-3458.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210407-151142-6678.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210407-151142-6678.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210428-092531-3458.pdf
https://camxs.nagano.ac.jp/campusweb/slbssrch.do
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210428-092531-3458.pdf
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 ニ 施設及び設備に関すること                           
（１）自己点検・評価の実施状況 
１）校地・校舎、施設・設備等 

本学は、上田市下之郷にあるキャンパス（社会福祉学部、

環境ツーリズム学部、企業情報学部）と上田市小牧にある

「淡水生物学研究所」の 2 箇所から成り、大学設置基準に

より算出される必要な面積を十分に有している。 

キャンパスの 1号館から 9号館までの建物には大学設置

基準に規定されている施設・設備を整備している。これら

の施設・設備の維持管理及び安全衛生の確保については、

清掃業務、警備業務を外部委託するとともに、これらの点

検結果等の報告に基づき、計画的な修繕や改修工事を実施

している。 

また、3 年ごとに実施している建築基準法第 12 条に基づ

く建築物の点検及び建築設備の点検で指摘された改善事

項については、早期に修繕工事を実施し、重大事故や災害

の防止に努めている。施設の耐震性については、一部旧耐

震の基準により建設されているが、2005 年度に大規模な耐

震化工事を行っている。なお、大学院の設置に伴い、2020

年度に 7 号館の大規模改修工事を行っており、大学院設置

基準第 22 条の規定により、学部、大学附置の施設・設備を

共有している。 

2020 年 3 月に策定した「長野大学キャンパスマスタープ

ラン」を踏まえ 2021 年 3 月に策定した「長野大学施設長

寿命化計画（個別施設計画）」では、大学施設に求められる

機能・性能を確保しつつ、中長期的な維持管理に係るトー

タルコストの縮減と同時に、経費の平準化を図り、老朽化

が進んだ施設の改築を主体としている。 

バリアフリーへの対応については、キャンパスの敷地が

高低差のある傾斜地で各建物が分散配置されていること

から、スロープやエレベータ、昇降機、多目的トイレを整

備し、最低限度のバリアフリー動線を確保している。 

淡水生物学研究所については、千曲川の豊富な河川水が

利用できる全国的にも貴重な研究施設であり、2019 年 4 月

から国等から借り受けた後、2021 年 7 月に国との売買契約

により本学が取得した。今後は、研究所の特徴を生かした

研究活動を他大学や関係機関と連携して行い、地域の環境

保全や産業振興に資する活動を展開し、地域の誇りとなる

研究施設を目指し活用していくこととしている。 

２）附属図書館 

附属図書館は学則第 62 条第 3 項及び公立大学法人長野

大学組織規程第 10 条第 2 項の規程により設置する附属施

設であり、長野大学附属図書館規程に基づき、必要な資料

を収集管理し、本学における教育研究を支援するととも

に、地域貢献施設としての役割を果たすことを目的に設

置、運営されている。 

 附属図書館には閲覧席、個人ブース、ブラウジングコー

ナー、グループ学習室、地域資料室、AV コーナーを設置し

ている。また、学生等の検索支援のためにデータベース検

索コーナーを設けている。なお、2020 年度は年間約 5 万人

が利用している。附属図書館 2 階は、学生が自主的に学習

するためのスペースとして自習室、グループ学習室を設置

している。また、視聴覚資料を大型スクリーンで視聴でき

る AV ホールを整備している。 

職員体制は、司書資格を有する職員 3 人を含む 4 人、ア

ルバイト 2 人が配置され業務を担当している。 

 図書は、系統立てて管理し蔵書数は、15 万冊を超えてい

る。図書の選定は、教員から各学部の授業等に関連のある

図書及び学生からのリクエストにより図書館運営委員会

で必要性を精査し購入している。  

学術雑誌のうち、洋雑誌はすべて電子ジャーナルで購入

しており、学内 LAN 環境下で自由に利用が可能である。併

せて、各学部学問分野のデータベースを導入し、学生や教

職員の教育研究及び学習支援に役立てている。また、学内

の教育研究成果を公開する長野大学リポジトリを設置し、

学術情報のオープンアクセス化に寄与している。 

 附属図書館は、長野大学の地域への開放の趣旨に則り、

「長野大学附属図書館一般公開要綱」を定め、広く地域住

民に開放している。 

 他の図書館との連携については、地域の公共図書館と協

定を締結し、上田地域図書館情報ネットワークに加入して

いる。これにより、上田市、東御市、長和町、青木村、坂

城町の 5 市町村の公共図書館(室)のほか、塩田公民館をあ

わせた 11 施設とネットワークで結ばれ、その蔵書を検索、

予約ができ翌日以降に予約した資料が届くサービスをお

こなっている。 

自己評価結果 以上の自己点検・評価の内容を踏まえ、当該評価事項に適合していると判断する。 

優れた点  

改善を要する点 

学生のキャンパスライフが充実したものになるよう、老朽化した施設の計画的な改善に向けて着実な推進が必

要となる。淡水生物学研究所の他大学や研究機関との連携と地域貢献に資する活用の在り方に取り組んで

いる。   
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（２）関係法令等に対応する関連資料 
番

号 

関係法令等 関連資料 

大学設置基準 

① 

第三十四条（校地） 
 校地は、教育にふさわしい環境をもち、校舎の敷地には、学生が休息その他に利用するの
に適当な空地を有するものとする。 
２ 前項の規定にかかわらず、大学は、法令の規定による制限その他のやむを得ない事由
により所要の土地の取得を行うことが困難であるため前項に規定する空地を校舎の敷地
に有することができないと認められる場合において、学生が休息その他に利用するため、
適当な空地を有することにより得られる効用と同等以上の効用が得られる措置を当該大
学が講じている場合に限り、空地を校舎の敷地に有しないことができる。 

３ 前項の措置は、次の各号に掲げる要件を満たす施設を校舎に備えることにより行うも
のとする。 

一 できる限り開放的であつて、多くの学生が余裕をもつて休息、交流その他に利用でき
るものであること。 

二 休息、交流その他に必要な設備が備えられていること。 

長野大学 Web サイト 
キャンパスマップ 

長野大学施設長寿命化計画 
共通基礎データ 

※ 必要な校地の面積については、大学設置基準第三十七条を参照すること 

② 

第三十五条（運動場） 
 運動場は、教育に支障のないよう、原則として校舎と同一の敷地内又はその隣接地に設
けるものとし、やむを得ない場合には適当な位置にこれを設けるものとする。 
２ 前項の規定にかかわらず、大学は、法令の規定による制限その他のやむを得ない事由
により所要の土地の取得を行うことが困難であるため前項に規定する運動場を設けるこ
とができないと認められる場合において、運動場を設けることにより得られる効用と同
等以上の効用が得られる措置を当該大学が講じており、かつ、教育に支障がないと認め
られる場合に限り、運動場を設けないことができる。 

３ 前項の措置は、原則として体育館その他のスポーツ施設を校舎と同一の敷地内又はそ
の隣接地に備えることにより行うものとする。ただし、やむを得ない特別の事情がある
ときは、当該大学以外の者が備える運動施設であつて次の各号に掲げる要件を満たすも
のを学生に利用させることにより行うことができるものとする。 

一 様々な運動が可能で、多くの学生が余裕をもつて利用できること。 
二 校舎から至近の位置に立地していること。 
三 学生の利用に際し経済的負担の軽減が十分に図られているものであること。 

（同上） 

③ 

第三十六条（校舎施設等） 
 大学は、その組織及び規模に応じ、少なくとも次に掲げる専用の施設を備えた校舎を有
するものとする。ただし、特別の事情があり、かつ、教育研究に支障がないと認められると
きは、この限りでない。 
一 学長室、会議室、事務室 
二 研究室、教室（講義室、演習室、実験・実習室等とする。） 
三 図書館、医務室、学生自習室、学生控室 

２ 研究室は、専任の教員に対しては必ず備えるものとする。 
３ 教室は、学科又は課程に応じ、必要な種類と数を備えるものとする。 
４ 校舎には、第一項に掲げる施設のほか、なるべく情報処理及び語学の学習のための施
設を備えるものとする。 

５ 大学は、校舎のほか、原則として体育館を備えるとともに、なるべく体育館以外のスポ
ーツ施設及び講堂並びに寄宿舎、課外活動施設その他の厚生補導に関する施設を備える
ものとする。 

６ 夜間において授業を行う学部（以下「夜間学部」という。）を置く大学又は昼夜開講制
を実施する大学にあつては、研究室、教室、図書館その他の施設の利用について、教育研
究に支障のないようにするものとする。 

（同上） 

※ 必要な校舎の面積及び設置する学部または学科ごとに必要な附属施設については、大学
設置基準第三十七条の二・第三十九条・別表第三を参照すること 

※ 大学院を置く場合、大学院設置基準第十九条・第二十二条も参照すること 
※ 二以上の校地において教育研究を行う場合、大学設置基準第四十条の二、大学院設置基

準第二十二条の二を参照すること 

④ 

第三十八条（図書等の資料及び図書館） 
 大学は、学部の種類、規模等に応じ、図書、学術雑誌、視聴覚資料その他の教育研究上必
要な資料を、図書館を中心に系統的に備えるものとする。 
２ 図書館は、前項の資料の収集、整理及び提供を行うほか、情報の処理及び提供のシステ
ムを整備して学術情報の提供に努めるとともに、前項の資料の提供に関し、他の大学の
図書館等との協力に努めるものとする。 

３ 図書館には、その機能を十分に発揮させるために必要な専門的職員その他の専任の職
員を置くものとする。 

４ 図書館には、大学の教育研究を促進できるような適当な規模の閲覧室、レフアレンス・
ルーム、整理室、書庫等を備えるものとする。 

５ 前項の閲覧室には、学生の学習及び教員の教育研究のために十分な数の座席を備える
ものとする。 

長野大学学則 
 第 62 条（附属図書館） 
公立大学法人長野大学組織規程 
長野大学附属図書館規程 
長野大学附属図書館利用規程 
長野大学図書館運営委員会規程 
長野大学機関リポジトリ運営要綱  
長野大学附属図書館一般公開要綱  
共通基礎データ 

※ 大学院を置く場合、大学院設置基準第二十一条も参照すること 

⑤ 

第四十条（機械、器具等） 
 大学は、学部又は学科の種類、教員数及び学生数に応じて必要な種類及び数の機械、器具
及び標本を備えるものとする。 

 

※ 大学院を置く場合、大学院設置基準第二十条も参照すること   

https://www.nagano.ac.jp/outline/campus/
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210408-101000-8845.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210408-101000-8845.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20220517-100028-5757.pdf


 

22 

 ホ 事務組織に関すること                              

（１）自己点検・評価の実施状況 
１）事務組織  

 本学は、公立大学法人長野大学組織規程第 11 条に基づ

き、法人及び大学の事務を行うための事務局を設置してい

る。事務局の組織体制は、公立大学法人長野大学の事務局

組織及び事務局に置く職に関する規程で定め、法人事務を

担当する総務・企画グループ、教学事務を担当する学務グ

ループの 2 グループで編成している。各グループには事務

分掌に基づき担当部署を設置しており、グループ内で連携

を図りながら業務運営を行っている。なお、大学院の事務

も大学と同様の体制で兼ねている。 

 また、学部学科再編等の大学改革を推進するために、法

人組織として法人運営改革室や学長直轄の組織として学

長企画室を設置するなど、大学運営の状況に応じて組織の

見直しを行っている。 

２）厚生補導の組織 

本学は、学生の福利厚生及び学修・生活指導等を主目的

とした長野大学学生支援センター規程を定めている。学生

支援センターの主な役割は、学生の福利厚生の基本方針策

定、学修・生活問題への助言や支援、奨学生の選考、課外

活動支援、学生の賞罰などである。 

学校保健安全法第 7 条に基づき、保健室を設置し、保健

師及び学校医による健康診断、健康相談、保健指導、救急

処置等の措置を行っている。 

また、福利厚生を充実させるため、学生相談室を設置し、

公認心理師の資格を持つ相談員（常勤の主任相談員及び非

常勤の相談員各 1 人）が学生の相談に応じ、月に 1 回精神

科医の助言を受けている。 

なお、学生相談室と保健室は連携して学生の心身の健康

状態の把握に努め、学生の心身両面の健康状況を把握する

ための調査（身体とこころの健康チェック）等も実施して

いる。 

 公立大学法人長野大学ハラスメント防止等に関する規

程に基づき、ハラスメント防止対策委員会を設置し、定期

的に開催している。委員会は、学部長、学生支援センター

長、学生相談室長、事務局長、総務・人事担当課長を含む

委員で構成し、ハラスメントを防止・排除するための広報・

啓発活動及び研修に関することを企画・実施し、防止に努

めている。 

また、ハラスメントに関する苦情の申し出及び相談に応

ずるための相談窓口を置き、相談員を配置、公表している。 

さらに、公立大学法人長野大学ハラスメントの防止等に

関する指針を定め、職員及び学生にかかる全てのハラスメ

ントを定義し、具体的事例やハラスメント発生時の対応を

具体的に定めている。 

３）社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を培う

ための体制  

学生のキャリア開発及び進路の支援に関する関係部局

間の連絡調整を図るため、キャリアサポートセンターを設

置し、学生が卒業後の就職・進学の方向性を自覚的、主体

的に考えられるように、低学年からのキャリア教育の強化

や、個々の学生の資質、希望を確認しながら進路指導を行

っている。 

入学から卒業まで一貫したキャリア支援を行うため、キ

ャリアサポート担当職員を配置し、低学年のうちから、自

己の将来像を描き、今後の生き方を考えられる機会とし

て、キャリアガイダンスや就職に関する講座等を開催して

いる。3 年次には個別面談等により支援をしている。就職

または大学院進学が決定した学生による報告会を開催し、

下級生への進路の情報提供とアドバイスを行っている。 

 正課教育においては、段階的に職業観を養成するため、

「福祉の仕事」、「職業選択と生き方」、「インターンシップ」

等、教養科目や専門教育科目に各学年で履修可能な職業観

養成科目を配置している。また、地元企業・団体等と連携

し、地域課題の解決に向けた多様なゼミナール活動や課題

解決型プロジェクトを継続的に推進し、学生の職業観養成

につなげている。これらの授業の一部にキャリアサポート

担当職員が参加し、正課教育との連携も図っている。 

さらに、学生の就職状況は各学部教授会で共有し、学部

教員とキャリアサポート担当職員が連携しながら学生の

就職活動をサポートしている。 

 

自己評価結果 以上の自己点検・評価の内容を踏まえ、当該評価事項に適合していると判断する。 

優れた点  

改善を要する点 ハラスメントに関する相談に早期に応じる体制を整備すること。 
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（２）関係法令等に対応する関連資料 
番

号 

関係法令等 関連資料 

大学設置基準 

① 

第四十一条（事務組織） 
 大学は、その事務を遂行するため、専任の職員を置く適当な事務組織を設けるもの
とする。 

公立大学法人長野大学組織
規程 
公立大学法人長野大学の事
務局組織及び事務局に置く
職に関する規程 
 

② 

第四十二条（厚生補導の組織） 
 大学は、学生の厚生補導を行うため、専任の職員を置く適当な組織を設けるものと
する。 

長野大学学生支援センター
規程 
身体とこころの健康チェッ
ク集計結果 
公立大学法人長野大学ハラ
スメント防止等に関する規
程 
公立大学法人長野大学ハラ
スメントの防止等に関する
指針 

③ 

第四十二条の二（社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を培うための体制） 
 大学は、当該大学及び学部等の教育上の目的に応じ、学生が卒業後自らの資質を向
上させ、社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を、教育課程の実施及び厚生
補導を通じて培うことができるよう、大学内の組織間の有機的な連携を図り、適切な
体制を整えるものとする。 

長野大学キャリアサポート
センター規程 
公立大学法人長野大学の事
務局組織及び事務局に置く
職に関する規程 
シラバス 
「福祉の仕事」 
「職業選択と生き方」 
「キャリアデザイン論」 
「職業観養成特別講義 A」 
「若者と労働」 
「インターンシップ」 
地域協働活動取組状況（2021
年度） 
キャリアガイダンススケジ
ュール（2021年度） 

 大学院設置基準 

④ 
第四十二条（事務組織） 
 大学院を置く大学には、大学院の事務を遂行するため、適当な事務組織を設けるも
のとする。 

（大学設置基準第四十一条
と同一） 
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 ヘ 卒業の認定に関する方針、教育課程の編成及び実施に関する方針並びに入学者の受入れに関する方針に関すること  

（１）自己点検・評価の実施状況 
１）3 つの方針の概要 

本学は、建学の理念及び大学憲章に基づき、学部・研究

科専攻ごとにそれぞれの専門性を踏まえた 3 つの方針（デ

ィプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッ

ション・ポリシー）を策定している。 

２）3 つの方針の一貫性 

学部の 3 つの方針は、2017 年 4 月の学校教育法施行規則

の改正に伴い、2016 年度に学部ごとに育成する人材像とポ

リシー間の関連性、一貫性について点検を実施し、当時設

置していた全学教授会で全学的な確認を行った。 

ポリシーの一貫性については、毎年度シラバス作成時に

点検している。科目担当教員には、ディプロマ・ポリシー

とカリキュラム・ポリシーの関係を明確に記載するよう周

知しており、シラバスにはディプロマ・ポリシーに基づく

観点別目標を記載している。作成したシラバスは、学部の

教務委員が観点別目標の妥当性及びカリキュラム・ポリシ

ーと照らして適正かどうかを確認し、各授業科目と各ポリ

シーの整合性を確保している。その上で、履修系統図等の

活用により教育課程の可視化を図り、学部ごとに体系的で

組織的な教育を行えるよう努めている。 

また、2021 年度から教育の内部質保証の推進を図るた

め、学部ごとにポリシーを含む教育の質保証の点検を試行

的に開始しており、ポリシーの検証を効果的かつ継続的に

行っていくために、点検項目の内容やポリシーの策定手順

の明確化等について検討を進めている。 

大学院については、2021 年度の開設時に研究科の理念に

沿って、育成する人材像、教育研究上の位置づけ、到達レ

ベルを専攻ごとに検証し、一貫性を意識したポリシーを策

定している。 

３）3 つの方針について 

①ディプロマ・ポリシー 

本学は、大学憲章の第 1 項において「教養ある職業人の

育成」を掲げ、また、第 2 項において「学生が『自己成長

を楽しむ』ことができる支援体制の追求」を掲げている。

学部・研究科専攻では、この教養ある職業人とそれぞれの

専門性を踏まえた人材育成像、教育目標を設定し、ディプ

ロマ・ポリシーを定めている。 

学部については、観点別に【技能・表現】、【関心・意欲】、

【態度】、【知識・理解】、【思考・判断】の到達点を明記し、

研究科専攻についても、観点別に【1．学位の基本方針】、

【2．学位取得者の資質】、【3．学位取得者の特性】、【4．学

位取得者の類型】の到達点を明記しており、それぞれ学生

が身に付けるべき資質・能力の目標を適切に設定してい

る。 

②カリキュラム・ポリシー 

カリキュラム・ポリシーは、教育目標、ディプロマ・ポ

リシーを達成するために、学部・研究科専攻ごとに定め、

それぞれの特徴に合わせて、教育課程編成や授業科目の内

容及び教育方法について基本的な考え方を明示し、建学の

理念、大学憲章に基づく適切な教育課程編成を行ってい

る。 

③アドミッション・ポリシー 

アドミッション・ポリシーは、建学の理念及び大学憲章

に基づく教育目標・目的に沿った学生を受け入れるための

基本方針として、受験生に求める能力・意欲・適性・経験

と、どのような学生を社会に送り出そうとしているのかと

いった考え方をまとめ、学部・研究科専攻ごとに定めてい

る。特に、ディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリ

シーとの一貫性を念頭に置き、知識・技能の習得に加えて、

思考力・判断力・表現力等の能力や、主体的に学習に取り

組む態度を養っていることなどを期待する者として設定

し、様々な広報媒体を用いて適切に公表している。 

自己評価結果 以上の自己点検・評価の内容を踏まえ、当該評価事項に適合していると判断する。 

優れた点  

改善を要する点 

内部質保証体制図に基づいて、3 つの方針の組織的な検証を継続して実施する体制を構築し、適切な見直

しを行っていくとともに、ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーの一貫性に基づく教育を実施するために、

担当教員への一層の周知と点検を図ること。 
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（２）関係法令等に対応する関連資料 
番

号 

関係法令等 関連資料 

学校教育法施行規則 

① 

第百六十五条の二 
 大学は、当該大学、学部又は学科若しくは課程（大学院にあつては、当該
大学院、研究科又は専攻）ごとに、その教育上の目的を踏まえて、次に掲げ
る方針を定めるものとする。 
一 卒業又は修了の認定に関する方針 
二 教育課程の編成及び実施に関する方針 
三 入学者の受入れに関する方針 
２ 前項第二号に掲げる方針を定めるに当たつては、同項第一号に掲げる方
針との一貫性の確保に特に意を用いなければならない。 

長野大学 Web サイト 
 各学部、研究科 3 つのポリシー 

アドミッションポリシー 
  カリキュラム・ポリシー 

ディプロマ・ポリシー 
2016 年度 第 2 回大学運営会議議事録 
2016 年度 11 月全学教授会議事録 
2022 年度 シラバス記入上の注意（作成
要領） 
学部主要科目とＣＰ，ＤＰの関係 
履修系統図 
教育の質保証チェックシート   

https://www.nagano.ac.jp/admission/policy/
https://www.nagano.ac.jp/outline/about/curriculum_policy/
https://www.nagano.ac.jp/outline/about/de_policy/
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 ト 教育研究活動等の状況に係る情報の公表に関すること         

（１）自己点検・評価の実施状況 
１）目的の公表と周知  

大学及び大学院の目的は学則及び大学院学則に規定し、

公表している。 

また、建学の理念に基づく自主性・自律性を尊重した教

育研究機関として永続的に発展することの目的に加え、公

立大学法人化後は、「教育」「研究」「地域貢献」「国際交流」

「大学運営」の 5 項目からなる大学ビジョンを制定した。

大学ビジョンでは、「地域および国際社会の未来を創造・デ

ザインし、地域とともに世界で躍動する人材を育成する」

という教育目標・目的を掲げ、その実現に向けた方針をグ

ランドデザイン、具体的な取組をアクションプランとして

設定した。 

２）3 つの方針の公表と周知 

本学 Webサイトにおいて、大学の基本情報として各学部・

研究科のディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー

及びアドミッション・ポリシーを公表している。 

特に各学部・研究科のディプロマ・ポリシー及びカリキ

ュラム・ポリシーについては、学修ガイド［履修要項］に

掲載しており、これを毎年度始期に新入生全員に配布する

とともに新入生ガイダンス等で、周知の徹底を図ってい

る。 

アドミッション・ポリシーは、入学者選抜要項に記載し

ており、本学への入学を希望する受験者等に対して周知し

ている。 

３）その他の情報の公表と周知 

その他、学校教育法施行規則第 172 条の 2 に規定されて

いる教育研究活動等の状況をはじめ、大学機関別認証評価

結果や設立団体（長野県上田市）が設置した上田市公立大

学法人評価委員会による法人評価結果等については、本学 

Web サイトで公表している。 

また、大学案内（パンフレット）や大学の近況、教員紹

介や研究紹介等を掲載したキャンパスニュース、教育研究

活動等の経年情報を掲載したファクトブックや財務に関

する情報を掲載した財務レポートを発行し、ステークホル

ダーから、より一層の理解・支援が得られるよう努めてい

る。 

４）情報公表体制の整備 

本学 Web サイトは、教育研究活動に関する情報発信を迅

速に行うために、CMS（コンテンツマネジメントシステム）

を導入し、広報入試担当の管理の下、事務の各部局が必要

に応じて適宜情報の更新を行っている。 

なお、より積極的な情報公表を行うため、副学長の呼び

かけのもと、各学部、研究科、附属機関等から教育研究活

動情報を収集し発信する仕組みを構築し、改善を図ってい

る。 

自己評価結果 以上の自己点検・評価の内容を踏まえ、当該評価事項に適合していると判断する。 

優れた点 

学内外や在学生からの利活用が安易にできるよう、本学 Web サイトのリニューアルを実施した。また、教育研

究活動に関する情報発信を迅速に行うことができるように管理システムを改善したことにより、学内からの活

動・教育情報の提供件数が大幅に増加している。 

改善を要する点  
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（２）関係法令等に対応する関連資料   

番

号 

関係法令等 関連資料 

学校教育法 

① 

第百十三条 
 大学は、教育研究の成果の普及及び活用の促進に資するため、その教育研究活動の状況
を公表するものとする。 

長野大学 Web サイト 
長野大学について 
大学情報の公表について 
法人情報の公表について 

学修ガイド[履修要項] p.3 
大学院学修ガイド[履修要項] p.3 
入学者選抜要項 

 学校教育法施行規則 

② 

第百七十二条の二 
 大学は、次に掲げる教育研究活動等の状況についての情報を公表するものとする。 
一 大学の教育研究上の目的及び第百六十五条の二第一項の規定により定める方針に関
すること 

二 教育研究上の基本組織に関すること 
三 教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること 
四 入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数並びに進学者
数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること 

五 授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること 
六 学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たつての基準に関すること 
七 校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること 
八 授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること 
九 大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 
２ 大学は、前項各号に掲げる事項のほか、教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及
び能力に関する情報を積極的に公表するよう努めるものとする。 

３ 第一項の規定による情報の公表は、適切な体制を整えた上で、刊行物への掲載、イン
ターネットの利用その他広く周知を図ることができる方法によつて行うものとする。 

長野大学 Web サイト 
 大学情報の公表について 
各学部、研究科 3 つのポリシー 
アドミッションポリシー 

  カリキュラム・ポリシー 
ディプロマ・ポリシー 

 

https://www.nagano.ac.jp/outline/about/
https://www.nagano.ac.jp/outline/information/
https://www.nagano.ac.jp/outline/naganogakuen/
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210713-113721-1682.pdf
https://www.nagano.ac.jp/outline/information/
https://www.nagano.ac.jp/admission/policy/
https://www.nagano.ac.jp/outline/about/curriculum_policy/
https://www.nagano.ac.jp/outline/about/de_policy/
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 チ 教育研究活動等の改善を継続的に行う仕組みに関すること       

（１）自己点検・評価の実施状況 
１）内部質保証システムの体制 

①自己点検・評価 

学則第 2 条及び大学院学則第 3 条に、本学における教育

研究活動等の状況について、自ら点検及び評価を行うこと

を定めている。 

 自己点検・評価の実施については、2017 年度の公立大学

法人化以降、地方独立行政法人法に規定された法人評価を

中心に行っている。組織体制としては、法人組織として設

置する中期計画及び年度計画推進委員会が中期計画・年度

計画の策定や評価等について全体を統括している。また、

教育研究活動等に関する内部質保証の推進を担う組織と

して、学長の下に副学長を委員長とする自己点検・評価委

員会を設置し、学部・研究科及び各センター・委員会で実

施する点検・評価結果の検証、改善指示等を行うこととし

ている。 

中期計画・年度計画は項目立てて策定し、進捗管理及び

実績管理は項目ごとに点検・評価している。各項目は法人

理事の分掌に基づいて、学内理事である常任理事・副学長

と担当部局が業務の状況を自己点検・評価したうえで、自

己点検・評価委員会と中期計画及び年度計画推進委員会で

全学の業務実績報告書としてまとめ、理事会で最終決定す

る仕組みとしている。また、上田市に提出する業務実績報

告書に対する上田市公立大学法人評価委員会からの外部

評価を踏まえて中期計画・年度計画の項目ごとに業務の改

善を図っている。 

 これらにより法人・大学が一体となった PDCA サイクル

により、業務の改善、向上に取り組んでいる。 

②研修・教職協働 

＜教員・職員の資質向上のための活動＞ 

学則第 3 条に基づき、ファカルティ・デベロップメント

委員会（以下、FD 委員会）を設置し、教育研究活動の組織

的改善と教員の専門能力向上に取組んでいる。主に、FD 研

修会の開催や授業アンケートの実施と報告書の作成、教員

の教育活動に対する自己点検と相互研鑽の場として「教育

実践交流広場」を実施するなど FD 活動を促進し、PDCA サ

イクルによる授業内容・方法の質的改善を図っている。（※

取組の詳細は基準 2 No．1 に記載） 

スタッフ・デベロップメント（SD）の取組として、事務

職員については「公立大学法人長野大学職員研修規程」に

基づく年度計画を策定し、各種団体・他大学等が開催する

研修会への積極的な参加促進、自己啓発研修に対する助成

等を通じて事務職員の能力開発と資質向上に努めている。

また、教職員を対象とした全学的な研修会（ハラスメント

やメンタルヘルス等）を不定期に開催し、知識の獲得や意

識啓発を図っている。2018 年度からは、上田市との人事交

流を開始し、双方の職員を派遣することにより、設立団体

との相互理解、職員の資質向上等を推進している。 

＜教職協働＞ 

学則第 60 条に基づき設置されている全学委員会及びセ

ンターの構成員に教員・事務職員をそれぞれ配置し、両者

が協働で大学運営に携わっている。また、正副学長や学部

長、各部署の管理職が出席する全学連絡調整会議を毎月開

催し、学内の情報や課題、全学的な方針等を学内全体で共

有している。 

③学習成果 

 各学期において授業アンケートを実施し、当該学期内に

その結果を踏まえた授業改善に努めている。アンケートで

は、授業運営に関する学生からの要望・意見を問う設問に

加えて、授業を通じて学んだことや理解したことに関する

設問を設け、学生自身も授業への取組を振り返り、学修の

成果を認識する機会としている。教員は、アンケート結果

を踏まえた授業改善への取組を「授業アンケート報告書」

に記載し、これを事務局が取り纏めて学内に公開してい

る。さらに、学部別に授業改善検討会を開催し、授業アン

ケートによって明らかになった授業の課題やその対応策、

今後の授業運営の方向性等について教員同士で共有し、検

討することで組織的な授業改善に努めている。 

 また、学生の学習意欲を高めるとともに、適切な学修指

導に資することを目的として GPA 制度を導入している。各

学期の GPA 値は、教員がアドバイザーとして担当する学生

の学修指導に活用している他、一部の授業科目の履修要件

やクラス編成にも活用している。さらに、学部・学年別の

GPA 値の分布状況を年度ごとに集計し、公表している。 

自己評価結果 以上の自己点検・評価の内容を踏まえ、当該評価事項に適合していると判断する。 

優れた点  

改善を要する点 

教職員の資質向上について FD委員会が中心に「教育実践交流広場」を実施し、相互研鑽の場としてさらなる

充実した研修になるように取り組んでいる。授業アンケートが効果的に授業改善に反映されるように内容の検

討を進めている。   
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（２）関係法令等に対応する関連資料 
番号 関係法令等 関連資料 

学校教育法 

① 

第百九条 

 大学は、その教育研究水準の向上に資するため、文部科学大臣の定めるところにより、当該大学の教育

及び研究、組織及び運営並びに施設及び設備（次項及び第五項において「教育研究等」という。）の状況に

ついて自ら点検及び評価を行い、その結果を公表するものとする。 

２ 大学は、前項の措置に加え、当該大学の教育研究等の総合的な状況について、政令で定める期間ごと

に、文部科学大臣の認証を受けた者（以下「認証評価機関」という。）による評価（以下「認証評価」と

いう。）を受けるものとする。ただし、認証評価機関が存在しない場合その他特別の事由がある場合であ

つて、文部科学大臣の定める措置を講じているときは、この限りでない。 

３ 専門職大学等又は専門職大学院を置く大学にあつては、前項に規定するもののほか、当該専門職大学

等又は専門職大学院の設置の目的に照らし、当該専門職大学等又は専門職大学院の教育課程、教員組織

その他教育研究活動の状況について、政令で定める期間ごとに、認証評価を受けるものとする。ただし、

当該専門職大学等又は専門職大学院の課程に係る分野について認証評価を行う認証評価機関が存在しな

い場合その他特別の事由がある場合であつて、文部科学大臣の定める措置を講じているときは、この限

りでない。 

４ 前二項の認証評価は、大学からの求めにより、大学評価基準（前二項の認証評価を行うために認証評

価機関が定める基準をいう。以下この条及び次条において同じ。）に従つて行うものとする。 

５ 第二項及び第三項の認証評価においては、それぞれの認証評価の対象たる教育研究等状況（第二項に

規定する大学の教育研究等の総合的な状況及び第三項に規定する専門職大学等又は専門職大学院の教育

課程、教員組織その他教育研究活動の状況をいう。次項及び第七項において同じ。）が大学評価基準に適

合しているか否かの認定を行うものとする。 

６ 大学は、教育研究等状況について大学評価基準に適合している旨の認証評価機関の認定（次項におい

て「適合認定」という。）を受けるよう、その教育研究水準の向上に努めなければならない。 

７ 文部科学大臣は、大学が教育研究等状況について適合認定を受けられなかつたときは、当該大学に対

し、当該大学の教育研究等状況について、報告又は資料の提出を求めるものとする。 

長野大学学則 

第 2 条（自己評価等） 

第 3 条（教育内容等の改善のため 

の組織的な取組） 

長野大学自己点検・評価及び計画策

定に関する規程 

公立大学法人長野大学中期計画及

び年度計画推進委員会規程 

公立大学法人長野大学中期計画・年

度計画推進体制図 

 学校教育法施行規則 

② 

第百五十二条 

 学校教育法第九十条第二項の規定により学生を入学させる大学は、同項の入学に関する制度の運用の状

況について、同法第百九条第一項に規定する点検及び評価を行い、その結果を公表しなければならない。 

該当なし 

③ 

第百五十八条 

 学校教育法第百二条第二項の規定により学生を入学させる大学は、同項の入学に関する制度の運用の状

況について、同法第百九条第一項に規定する点検及び評価を行い、その結果を公表しなければならない。 

該当なし 

④ 

第百六十六条 

 大学は、学校教育法第百九条第一項に規定する点検及び評価を行うに当たつては、同項の趣旨に即し適

切な項目を設定するとともに、適当な体制を整えて行うものとする。 

長野大学自己点検・評価及び計画策

定に関する規程 

長野大学 Web サイト 

 法人情報の公表について 

  年度計画・業務実績評価 

 大学設置基準 

⑤ 

第二条の三（教員と事務職員等の連携及び協働） 

 大学は、当該大学の教育研究活動等の組織的かつ効果的な運営を図るため、当該大学の教員と事務職員

等との適切な役割分担の下で、これらの者の間の連携体制を確保し、これらの者の協働によりその職務が

行われるよう留意するものとする。 

長野大学学則 

第 60 条（全学委員会およびセンター） 

公立大学法人長野大学組織規程 

全学委員会及びセンター各種規程 

⑥ 

第二十五条の三（教育内容等の改善のための組織的な研修等） 

 大学は、当該大学の授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を実施するものとす

る。 

長野大学学則 第 3 条（教育内容等

の改善のための組織的な取組） 

長野大学ファカルティ・デベロップ

メント委員会規程 

教育実践交流広場実施状況 

2021年度全学 FD活動のふりかえり 

FD 研修会開催状況 

⑦ 

第四十二条の三（研修の機会等） 

 大学は、当該大学の教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図るため、その職員に必要な知識及び技

能を習得させ、並びにその能力及び資質を向上させるための研修（第二十五条の三に規定する研修に該当

するものを除く。）の機会を設けることその他必要な取組を行うものとする。 

公立大学法人長野大学職員研修規程 

長野大学職員自己啓発助成要綱 

教職員研修会開催状況 

職員研修実績一覧 

 大学院設置基準 

⑧ 

第一条の四（教員と事務職員等の連携及び協働） 

 大学院は、当該大学院の教育研究活動等の組織的かつ効果的な運営を図るため、当該大学院の教員と事

務職員等との適切な役割分担の下で、これらの者の間の連携体制を確保し、これらの者の協働によりその

職務が行われるよう留意するものとする。 

（大学設置基準第二条の三と同一） 

⑨ 

第十四条の三（教育内容等の改善のための組織的な研修等） 

 大学院は、当該大学院の授業及び研究指導の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を

実施するものとする。 

長野大学大学院学則 

第 4 条（教育内容等の改善のた

めの組織的な取組） 

（大学設置基準第二十五条の三と同一） 

⑩ 

第四十三条（研修の機会等） 

 大学院は、当該大学院の教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図るため、その職員に必要な知識及

び技能を習得させ、並びにその能力及び資質を向上させるための研修（第十四条の三に規定する研修に該

当するものを除く。）の機会を設けることその他必要な取組を行うものとする。 

（大学設置基準第四十二条の三と同一） 

 法令外の関係事項 

⑪ 
学習成果 

 学生の学習成果を適切に把握する取組みを行っているか。 

シラバス 

授業アンケート報告書   

https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20220517-100028-5757.pdf
https://www.nagano.ac.jp/outline/naganogakuen/
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20220517-100028-5757.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20220517-100028-5757.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20210428-092531-3458.pdf
https://camxs.nagano.ac.jp/campusweb/slbssrch.do
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 リ 財務に関すること                                 

（１）自己点検・評価の実施状況 
１）財務の状況 

 公立大学法人化した 2017 年度以降の収支状況は、常に

当期総利益を確保しており健全な財務状況にある（表１）。

なお、当期総利益は減少傾向にあるが、予算編成の過程に

おいて効果的な予算配分に取り組んだ結果であり、利益の

獲得を主目的としない公立大学法人制度を踏まえ、より適

切な収支状況になっている。 

※経常利益比率：2017 年度 9．7%→2020 年度 4．0% 

 また、経常費用の内、教育研究経費は年々増加しており

教育研究に必要な経費を確保している（表２）。併せて 2019

年度以降は受託研究等収益や補助金等収益等の外部資金

獲得額が増加し、経常収益は 15 億円超となっている。 

 

表１：損益計算書の状況       (単位：百万円) 

 
2017 2018 2019 2020 

《参考》 

2016 

経常費用 1,264 1,323 1,502 1,476 1,740 

経常収益 1,400 1,420 1,585 1,537 1,578 

経常利益 136 98 83 61 △162 

当期総利益 136 98 83 61 △162 

※2016年度は学校法人長野学園が設置者であり、準拠する会計基

準が異なるが、参考として事業活動収支計算書の事業活動支出計

を経常費用欄に、事業活動収入計を経常収益欄に記載し、差額を

経常利益欄及び当期総利益欄に記載している。 

 

表２：損益計算書の内訳推移 

 

２）教育研究環境の整備 

 老朽化施設の維持・更新や情報システムの機能改善とセ

キュリティ強化、大学改革に伴う教育研究環境の整備等、

施設・設備の整備は多額の費用を要するため、財源を確保

しつつ優先付けしたうえで対応している（表３）。 

表３：主な施設・設備の整備状況 

年度 内  容 

2017年度 ・無線 LAN 機器更新 

・学内ネットワーク検疫システム導入 

・学務システムバージョンアップ 

・LED 照明導入 

2018年度 ・4 号館・6 号館空調機器改修 

・1 号館・4 号館トイレ改修 

・基盤情報システムリプレイス 

・教室机・椅子の入替 

2019年度 ・4 号館トイレ改修 

・教室プロジェクターの入替 

・淡水生物学研究所の施設管理受託開始 

・淡水生物学研究所の研究機器導入 

（財源：受託研究費） 

2020年度 ・大学院開設等に伴う 7 号館改修 

・ICT 演習室機器入替（リース契約） 

 研究に係る経費については、教員の研究活動の基礎的経

費として個人研究費を予算化するとともに、学内のインセ

ンティブ研究費として学長裁量による長野大学研究助成

金等を制度化し、予算措置している。また、科学研究費助

成事業等による外部資金を獲得した教員に対しては、一定

の額を個人研究費に増額して配分している。 

 教育に係る経費については、地域協働型教育の実践のた

め教育研究活動費を各学部に予算措置している。教育研究

活動費はフィールドワークやプロジェクト型学習、学会で

の学生の研究発表等、ゼミナールを中心とした教育活動に

掛かる経費の補助として支出している。 

 また、大学院の正課として開講し、学外者及び専任教員、

大学院生が共同研究を行うコースプロジェクトに係る経

費についても予算措置している。 

 

以上のことから、教育研究上の目的を達成するための必

要な経費の確保や環境整備等に努めている。 

自己評価結果 以上の自己点検・評価の内容を踏まえ、当該評価事項に適合していると判断する。 

優れた点  

改善を要する点  
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（２）関係法令等に対応する関連資料 
番

号 

関係法令等 関連資料 

大学設置基準 

① 

第四十条の三（教育研究環境の整備） 
 大学は、その教育研究上の目的を達成するため、必要な経費の確保等により、教育
研究にふさわしい環境の整備に努めるものとする。 

長野大学 Web サイト 
 各年度財務諸表等 
 財務レポート 
個人研究費に関する取扱要綱 
長野大学研究助成金に関する要綱 
公立大学法人長野大学教育研究活動費
取扱ハンドブック 
大学院「コースプロジェクト」予算の執
行基準 

 大学院設置基準 

② 
第二十二条の三（教育研究環境の整備） 
 大学院は、その教育研究上の目的を達成するため、必要な経費の確保等により、教
育研究にふさわしい環境の整備に努めるものとする。 

（同上） 

  

https://www.nagano.ac.jp/outline/naganogakuen/
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 ヌ イからリまでに掲げるもののほか、教育研究活動等に関すること        

（１）自己点検・評価の実施状況 
１）ICT 環境の整備 

公立大学法人長野大学情報システム運用基本方針を定

め、関係規程に基づき情報システムの運用及び管理を適切

に行っている。学内ネットワークは、全館での無線 LAN の

利用環境を提供したうえで、全学生にノートパソコンの所

持を求め、授業等で ICT を活用した教育研究活動を行って

いる。教職員にはポータルサイトを中心とした学生への情

報発信や各種手続きの利用環境を整備している。 

また、ICT 演習室を設け、情報教育、デザイン教育に適

した PCを 50 台導入している。 

２）学生支援  

①学修支援体制 

学生一人ひとりを専任教員が担当するアドバイザー制

度のもと、各アドバイザーが担当学生の学びの相談に応じ

ている。また、学生支援センター規程に定める学修指導の

観点から、各学部で月に 1 回のペースで学生支援検討会を

行い、履修状況に課題のある学生について教員間の情報共

有を行っている。 

②障害のある学生への支援 

 学生支援センター規程に定める福利厚生の観点から、ま

た障害者差別解消法に基づく合理的配慮の観点から障害

学生支援を行っており、障害学生支援の施策などは学生支

援センター運営委員会で検討し策定している。また、聴覚

障害のある学生等を支援するノートテイカーの養成にも

取り組んでいる。 

③経済的支援 

【各種奨学金】 

日本学生支援機構の奨学金や高等教育の修学支援新制

度について周知及び募集を行い、説明会等も日本学生支援

機構の通知に基づき実施している。また、民間や地方自治

体等が実施している奨学金制度についても、適宜周知して

いる。 

【授業料納入の猶予】 

諸理由により授業料の納入が困難な学生については、学

則第 47 条に基づき納入期間の延長や分納による猶予を行

っている。 

【長野大学後援会による支援】 

長野大学後援会の協力により、学生の資格取得、就職活

動、給付奨学金、課外活動に対する経済的支援制度を設け

ている。 

【2020 年度学生納付金減免事業】 

2020 年の新型コロナウイルス感染症の感染拡大による学

修・生活環境の変化による家計への影響に鑑み、学生とそ

の生計維持者の経済的負担を軽減し修学の継続を支援す

るため、本学独自の支援策として、2020 年度全在学生の後

学期授業料等を 6 万円減免した。 

【長野大学未来創造基金】 

教育研究活動等の充実を図るため、2018 年度に長野大学

未来創造基金を設置し寄附金を募集している。基金は外部

委員も含む未来創造基金運営委員会を設けて運営してお

り、成績優秀な学生への給付奨学金である特待生制度や学

生の課外活動に係る経費の補助等に使用している。 

３）設置計画履行状況等調査の結果を踏まえた改善 

2021 年度に開設した長野大学大学院総合福祉学研究科

に係る 2021 年度の設置計画履行状況等調査において、社

会福祉学専攻の博士前期及び後期課程について、規程に定

める定年退職年齢を超える専任教員数の割合が高いこと、

及び教員組織編制の将来構想を策定し、着実に実行するこ

との改善指摘事項が付された。 

これは認可時においても遵守事項として指摘されてい

るが、大学院発足後の採用人事では、社会福祉学専攻の前

期課程を担当する教員として 40 歳代前半の教員を採用し

改善を図っており、今後の採用人事においても指摘を踏ま

えて改善に取り組む。 

また、設置計画履行状況等調査終了後も教育研究の質を

担保するため、早期に大学院担当教員の任用・昇任基準に

関する規程等を定めた上で、現在は大学院科目を担当して

いない社会福祉学部に属する教員による大学院科目の担

当や、前期課程のみを担当している教員による後期課程科

目の担当が可能となるように、教育研究活動の活性化及び

教員の業績の増加に取り組む。 

これらにより、職位や年齢のバランス構成が適切な教員

組織を構築し、教育研究の水準を維持する。 

なお、発達支援学専攻については 2021 年度の設置計画

履行状況等調査における指摘事項は無いが、設置認可

（2020 年 10 月）時に予定した教員の内、1 人が 2020 年度

末で、1 人が 2021 年度末で退職し、これら退職教員の担当

科目については、現員や補充採用により科目適格性の認め

られる教員を配置し対応している。 

自己評価結果 以上の自己点検・評価の内容を踏まえ、当該評価事項に適合していると判断する。 

優れた点  

改善を要する点  
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（２）関係法令等に対応する関連資料 
番

号 

関係法令等 関連資料 

関係事項 

① 

ＩＣＴ環境の整備 
 教育研究上で必要なＩＣＴ環境が整備されている。 

公立大学法人長野大学情報シ
ステム運用基本方針 
公立大学法人長野大学情報シ
ステム運用基本規程 
公立大学法人長野大学情報シ
ステム管理体制 

② 

学生支援 
 学生の学習支援に対する体制が整備され、適切に支援が行われている。 

長野大学アドバイザー制に関
する申し合わせ要綱 
長野大学学生支援センター規
程 

③ 
学生支援 
 特別な支援を行うことが必要な学生への支援等が適切に行われている。 

長野大学 Web サイト 
障害のある学生への支援 

④ 

学生支援 
 経済的な支援を行うことが必要な学生への支援等が適切に行われている。 

長野大学学則 
第 47条（授業料等の納入猶 
予） 

長野大学 Web サイト 
学生納付金の納付について 
特待生・奨学金制度 
財務レポート 

学生生活ガイド 
長野大学後援会会則 
長野大学後援会給付奨学金に
関する要綱 
長野大学後援会課外活動後援
費制度に関する規程 
長野大学後援会就職活動支援
奨学金制度に関する要綱 
長野大学後援会資格取得奨学
金制度に関する要綱 
長野大学未来創造基金規程 
長野大学未来創造基金運営委
員会要綱 
未来創造基金パンフレット 
未来創造基金収支報告書 

⑤ 
設置計画履行状況等調査の結果を踏まえた是正・改善 
 設置計画履行状況等調査の結果を踏まえた大学の教育活動等の是正または改善に関す
る文部科学大臣の意見に対して講じた措置を踏まえ、是正または改善に努めている。 

設置計画履行状況報告書（令和
3 年度） 

 

https://www.nagano.ac.jp/campus_life/support-sys/support_1/
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20220517-100028-5757.pdf
https://www.nagano.ac.jp/for_student/gakuhi/
https://www.nagano.ac.jp/campus_life/support-sys/scholar/
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20211111-104759-8866.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20220323-154812-6454.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20220418-100829-7178.pdf
https://www.nagano.ac.jp/artis-cms/cms-files/20220418-100829-7178.pdf
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Ⅱ「基準２ 教育研究の水準の向上」に関する点検評価資料 
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１）自己分析活動の状況 
1．組織的な情報の収集・分析活動に取り組む体制 

本学においては、通常、各学部・研究科で構成される教

育組織単位、大学教育センターや FD 委員会、学生支援セ

ンター等の全学センター・委員会単位で情報の収集・分析

に取り組むとともに、2017 年度の公立大学法人化以降は、

主として法人評価において、自己点検・評価委員会により

前記の各部局で整理した情報を全学的に集約し、分析・評

価を行ってきた。 

このような取組をさらに進展させ、本学の教育研究活動

における PDCA サイクルを確立させるため、2021 年度から

は、全学的な内部質保証に関する責任を担い、推進する組

織として、「自己点検・評価委員会」を明確に位置づけ、月

例会議を開催するなどの取組を始動している。また法人側

の「中期計画及び年度計画推進委員会」とも連携し、これ

らを両輪とした内部質保証と、中期計画の円滑な実施を進

めることとしている。 

 

2．具体的な取組事例 

No．1 は、内部質保証の基礎的要素となる各教員の教育

研究水準の向上活動をベースにして、組織的に情報共有・

分析に取り組む事例である。学生による「授業アンケート」

に基づく各教員の授業水準の点検と改善に向けた計画立

案を報告書でまとめ、学部単位で行う「授業改善検討会」、

全学的な「教育実践交流広場」で情報共有や分析・改善に

むけた取組を進めている。 

No．2 は、部局ごとに実施する学生アンケート調査結果

等の情報の共有化と分析活動事例である。こうした自己分

析に基づき、学生が「自己成長」を楽しむことができるよ

うな支援体制の拡充を図っている。 

No．3 は、社会福祉学部での取組事例であり、学部の主

要科目の教育の質を高めるとともに、組織的に総合化し、

さらに学生サポート体制を充実させることにより、社会福

祉士、精神保健福祉士の国家試験につなげている。合格者

や合格率がひとつの分析指標となるが、常にトップクラス

の合格率として結実させている。 

No．4 は、教員の研究水準の向上を目指す組織的な取組

事例である。各教員には毎年度の研究に PDCA を利かせる

ための研究計画書の作成を課するとともに、その計画実現

を図るために、科研費等の競争的外部資金の獲得のための

情報収集・分析、全学的な支援に取り組んでいる。 

No．5 は、大学４年間における学修成果を把握するため

の取組事例である。毎年、卒業生を対象にしたアンケート

調査を実施するとともに、採用先が求める人材像や卒業生

の能力の客観的評価を継続的に得るため、企業や医療・福

祉法人へのアンケート調査を行い、教育内容の効果と課題

を分析している。これらの分析を踏まえて、より実践的・

専門的な能力を身に付ける機会として、福祉、観光、金融、

産業等の分野で寄附講座や企業との協定に基づく演習と

いった教育改革を進めている。 

 
 

２）自己分析活動の取組み（目次）※学習成果に関する分析の取組み等を 1 つ以上記述します 
No． タイトル ページ数 

１ 
「授業アンケート」及び「教育実践交流広場」等による教育の質向上の取組【学習

成果】 
37 

２ 学習環境に関するアンケート調査、キャンパスミーティング等に基づく学生支援 38 

３ 国家試験・資格試験等における学習支援【学習成果】 39 

４ 教員の研究推進及び外部資金獲得に向けた取組 40 

５ 
卒業生の評価・学生採用先事業所への意向調査に基づく学修確認とカリキュラム改

革【学習成果】 
41 
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３）自己分析活動の取組み 

タイトル

（No．1） 
「授業アンケート」及び「教育実践交流広場」等による教育の質向上の取組【学習成果】 

分析の背景 

FD 委員会が中心となって「授業アンケート」を実施し、授業改善に向けた取組を実施している。授業

アンケートは授業期間中におこなわれ(Check)、授業後半で改善策（Action）を講ずるとともに、今後の

対応策について報告書として全学で共有し、さらには学部ごとに「授業改善検討会」を開催するなど

（Plan）、次期の授業実践（Do）につなげる PDCA サイクルを組み立てている。 

また、教員による授業改善の取組を全学的に共有する「教育実践交流広場」を年間複数回開催するな

ど、教育の質的向上に努めている。 

分析の内容 

1．授業アンケートをとおした授業改善の取組 

「授業アンケート」は、全講義科目（演習･実習･ゼミは実施対象外）を対象に、記述式・Web 回答方

式で行う。単なる授業の評価ではなく、学生が主体的に学習できたか、成果があがったかを問う内容と

している。また、授業全体をふりかえり、アンケートで寄せられた学生の意見と対応策について「授業

アンケート報告書」としてとりまとめ、「授業改善検討会」や「教育実践交流広場」で報告することで共

有し、学生にも公開している。さらに、これらの対応策については、全講義科目のシラバスに「授業ア

ンケート結果を踏まえた授業改善内容」の項目を設けて明記し、学生に周知している。また、授業アン

ケートとは別に学生有志とともに「学生 FD 懇談会」を開催し、授業運営に対する意見を把握するととも

に、学生からの意見に対する教員の授業改善の方針について「教育実践交流広場」で共有し、授業の質

の向上に努めている。 

このように、本学では、これらの一連の取組を PDCA サイクルとして構築し、総合的な授業改善を行っ

ている。今後、より授業評価内容を把握し傾向分析ができるように、アンケート結果の可視化・数値化

ができる手法について検討を重ねていく予定である。 

 

 

 

2．教育実践交流広場等の開催による全学的な教育の質的向上の取組 

FD 委員会が中心になり、教養教育、専門教育さらには本学の特徴的な教育である地域協働型教育の質

的向上を図るために、実験的・挑戦的に各学部の教員が取り組む授業プログラムや手法を報告する「教

育実践交流広場」を年間複数回開催し、教員の経験交流をおこなっている。特に近年では、コロナ禍に

おけるオンライン教育のあり方を主題としながら、ポスト・コロナの教育実践についての意見交換を重

ねている。また、外部講師を招聘した「FD 研修会」を全教職員対象に年 1 回開催し、今日的な教育課題

についての知見を深めている。 

年度 教育実践交流広場で取り上げた主なテーマ 開催回数 

2019 授業アンケートを用いた教育改革、アクティブ・ラーニング 2 回 

2020 オンライン講義による授業実践、地域協働型教育、教養教育改革 等 7 回 

2021 教養教育改革、ポスト・コロナの教育実践、産学連携と文理融合型教育 等 6 回 
 

自己評価 

授業アンケートの実施手法については、FD 委員会が中心になって、全学的な議論と試行錯誤を積み重

ねながら作り上げてきた。近年では、PDCA サイクルをよりスピーディーに、かつ多層的に回すことを目

的として、学期中半の調査実施や Web 記入方式に変更し、アンケートを踏まえた授業改善結果を後半の

授業に反映できるようにした。これらの取組により、上記のとおり、授業改善に向けた PDCA サイクルを

確立することができた。また、教育実践交流広場においては、コロナ禍における危機感からも、非常勤

講師を含む多くの教職員が参加し、教育の質向上に向けた意識・ノウハウ共有の場として機能している。 

一方授業アンケートについては、記入方式の変更による回収率低下､可視化･数値化への対応などの課

題がある。また､授業アンケートに加え､学生の生の声を多面的に聞き取る仕組みの構築が課題である。 

関連資料 

・2021 年度前学期授業アンケート依頼文 ・2021 年度授業アンケート報告書 

・2021 年度前学期授業改善検討会報告書 ・2021 年度学生 FD 懇談会報告書 

・長野大学ファカルティ・デベロップメント委員会規程 ・教育実践交流広場実施状況（2017～2021） 

・2021 年度全学 FD 活動のふりかえり ・FD 研修会開催状況（2017～2021） ・シラバス 

授業実践 授業アンケート 期中授業改善 報告書/シラバス 授業改善検討会 

https://camxs.nagano.ac.jp/campusweb/slbssrch.do
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タイトル

（No．2） 
学習環境に関するアンケート調査、キャンパスミーティング等に基づく学生支援 

分析の背景 

学長企画室が実施主体となって、新 2 年生を対象に、「学習環境に関するアンケート調査」を実施して

いる。学生が抱える学習上の課題や、授業に関する不満等を抽出・分析し、学長、副学長、学部長、各

センターが共有することにより、組織として環境整備や授業改善、支援につなげていくことを目的に行

っている。また毎年 2 回、学生と教職員との懇談の場であるキャンパスミーティングを開催し、有効な

教育を行う上での課題とその改善の方向を学生と教職員が共有するとともに、その後の改善の結果を相

互に確認する機会としている。 

分析の内容 

1．「学習環境に関するアンケート調査」結果の集計・分析に基づき、学内の学習環境やカリキュラム改

善につなげるとともに、その効果点検等を行っている。事例を以下に示す。 

〇学内の情報通信（Wi‐Fi）環境の改善 

2020 年度の調査において、学

内の学習環境のなかで、インタ

ーネット環境の満足度が著しく

低いことが明らかとなった。こ

の結果に基づき、2021 年度にお

いて、学内の Wi‐Fi 環境調査と

改善工事をおこない、通信障害

はほぼ改善された。 

〇英語のカリキュラムの改善 

本調査において、他の教養科目（中国語等の他の語学科目を含む）や専門教育科目に比較して、英語

の満足度が低いことが明らかとなった。これに基づき、大学教育センター、教養教育推進室で改善策を

検討し、2019 年度に英語のカリキュラムの見直しを実施した。具体的には、「読む」「書く」「聞く」「話

す」の 4 技能を強化する科目構成に改めるとともに、e ラーニング（アルク）を導入し、自立的に学習

可能な環境を整備した。 

英語については、2021 年度の調査においても十分な満足度が得られていないため、2021年度より「外

国語教育専門委員会」を設置し、組織的に継続的な授業改善を進行中である。また、2022 年度の英語教

員採用の選考に当たっては、国際公募を行う等により英語教育の改革を牽引できる教員を採用した。 

2．キャンパスミーティング（学生支援センター・学生自治会共催）により、学生と教職員が学内生活環

境に関して課題と方向性を共有し、改善を図っている例を以下に示す。なお、キャンパスミーティング

においては、執行部（学長・副学長・学部長・大学教育センター長）が出席し、前回の課題の振り返り

とそれに対する改善策の実施状況を学生と確認・共有するなど、PDCA サイクルを意識した運営を行って

いる。 

〇音楽系サークルの練習室の柔軟な確保 

〇上記学内通信（Wi‐Fi）環境の改善 

〇マイノリティ（多様な性）に対応した生活環境整備（トイレ等） 

3．学生支援センターでは、2 年に 1 度、在学生全員を対象とした「学生生活実態調査」を実施し、その

結果を教職員で共有し、各担当センター等での学生支援の取組に活かしている。 

自己評価 

「学習環境に関するアンケート調査」は、学内の学習環境や学生生活の状況を時系列に分析し、組織

的に課題や必要な取組、効果を共有・実行する重要なツールとなっている。ただし近年、学生の心身の

状況や経済環境等は多様化し、必要となる支援や環境整備もダイバーシティを意識した柔軟かつ多様な

対応が求められるようになっており、アンケートの内容やキャンパスミーティングの運営方法について

も、アップデートが求められる。 

なお、上記に事例としてあげた、大学における情報環境や英語のカリキュラムの改善については、効

果検証を継続的に行って、課題があれば更なる対策を行っていく必要があると認識している。 

関連資料 
・学習環境に関する学生アンケート調査 2021 サマリーレポート 

・キャンパスミーティング開催議事録 ・学生生活実態調査レポート   
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タイトル

（No．3） 
国家試験・資格試験等における学習支援【学習成果】 

分析の背景 

社会福祉学部の 3 コースのひとつに社会福祉コースがあり、社会福祉士養成課程及び精神保健福祉士

養成課程を設置している。これらの課程を履修する学生は、学部全体の 2/3 程度と中心的な位置づけに

ある。全国平均を上回る国家試験合格率を目標に定めるとともに、社会福祉の基本知識習得をフォロー

する学習支援をねらいとしており、支援体制・支援内容等の効果を高めるため、小テスト等で効果分析

を行いながら改善を図っている。 

分析の内容 

1．学部教育と社会福祉士・精神保健福祉士養成課程 

 社会福祉士・精神保健福祉士は、所定の講義・演習・実習を履修することを通じて、受験資格を得る

ことができる。以前は社会福祉士・精神保健福祉士を取得して、現場のソーシャルワーカーを目指す学

生が多かった。しかし、近年は自治体での専門職採用になる者も多く、社会福祉学部としては、政策を

作る側の人材養成も視野に入れながら、受験資格の周辺の科目、例えば卒業論文の履修推奨などを通じ

て広い視野を持ったソーシャルワーカーの養成に力点を置いている。したがって、単に資格のある人材

養成ではなく、「学士課程卒業者にふさわしい有資格のソーシャルワーカー育成」を目指している。 

2．合格率の向上に向けて 

専門職における合格率はおよそ、医師・看護師は 90%、作業療法士・理学療法士は 80%、公認心理師・

精神保健福祉士は 60%、社会福祉士は 30%となっている。現在は合格率向上のための支援を大学として

行っているが、こういった支援が十分でなかった時期(～2008 年頃)の本学の新卒合格率は、全国の新卒

平均合格率に届いていなかった。 

 例年の傾向として、すべての受験科目の基礎的知識の網羅と熟知が本学学生の課題であることがわか

った。この課題に対応するため、以下の取組を行ってきた。 

①専任教員による前学期・後学期での国家試験対策講座の実施 ②学外の国家試験対策講座の実施 

③月 1 回程度の定期的な模擬試験の実施 ④2 週間ごとの小テストの実施 ⑤教員からの学生への模

擬試験結果に基づく助言・指導 

上記①、②を通じて、全ての科目の基本的な内容を網羅し、学生に熟知させることを積み重ねた。ま

た、上記③、④により、実際の試験本番の緊張感のもとで、解答の時間配分を体得させるなどの支援を

行っている。 

3．受験支援の結果として 

 上記のような対策を実施した結果、グラフ 

1 の通り、毎年 70%以上の合格率を打ち出し(社 

会福祉士 196 校中 22 位、精神保健福祉士 92 校 

中 12 位／受験者数 10 人以上)、受験者数 10 人 

未満が多い公立大学のなかで、本学は 70 人以上 

の受験生を持つ大学において第 1 位を示してい 

る状況である(2020 年度)。 

自己評価 

単なる教員による試験対策指導ではなく、ゼミ（グループワーク）形式で実施することにより、学生

相互に助け合いながら、主体的に学習が進んでいる。またこうした教育により、ディプロマ・ポリシー

をしっかり意識しながら、前述したように他の専門教育科目や卒業論文と関係づけた教育の提供につな

がっている。 

なお、社会福祉学部の課程の中で行われているため、キャリアサポートセンター運営委員会等で全学

的な共有がされているが、教育の仕組みや成果を全学に波及させていくことが今後の課題となる。 

関連資料 

・第 23 回精神保健福祉士合格率学校別 

・第 33 回社会福祉士合格率学校別 

・2021 年度社会福祉士・精神保健福祉士国家試験対策年間スケジュール 
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タイトル

（No．4） 
教員の研究推進及び外部資金獲得に向けた取組 

分析の背景 

中期計画に掲げている(1)研究水準の向上・活性化、(2)研究体制の強化、(3)教員資質向上を達成する

ため、研究助成金や外部資金の申請件数の動向、その獲得に当たっての問題点などの分析を毎年実施し

ている。この分析に基づき、外部の専門家による支援や学内支援体制の充実に取り組んでいる。 

また、このような取組の効果をさらに検証するといった分析活動を継続している。 

分析の内容 

1．長野大学研究助成金制度の充実 

長野大学研究助成金を学長の裁量経費に位置づけ、学長のイニシアティブのもとで共同研究を推進す

る体制を整えるとともに、｢準備研究部門｣｢地域･社会貢献研究部門｣を設ける等制度の充実に取り組ん

でいる。  

2．制度の効果の検証と研究力量の研鑽機会の拡充 

上記の制度による長野大学研究助成金申請件数の推移分析や、教員の研究業績の把握に努めた。また

研究成果の紀要等への発表促進、Researchmap による研究者情報の公表、教員の研究力量の相互研鑽の

場としての「研究交流広場」の定期的開催（2021 年度年 3回）、学内研究会の実施などに取り組んだ。 

【長野大学研究助成金の申請件数の推移】 

2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

9 件 12 件 14 件 14 件 11 件 

3．「科学研究費補助金」等競争的外部資金申請・獲得のための支援制度の拡充 

長野大学研究助成金に基づく研究や、個人研究費による研究を活かし、さらに研究を発展させ有効な

研究成果を出せるように、競争的外部資金申請・獲得に向けた支援制度の拡充を図った。具体的には科

学研究費補助金にかかる専門家による勉強会を開催し、希望する教員に対して個別面談、申請書添削の

支援を実施した。 

【科学研究費補助金等競争的外部資金申請件数】 

年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

件数 16 件(12 件) 25 件(18 件) 33 件(18 件) 32 件(21 件) 32 件(28 件） 

申請率 28.6％ 42.3％ 55.9％ 54.2％ 50.8％ 

※（）は科研費。申請率は申請した教員数／全教員数 

また、外部資金獲得者に対するインセンティブとして、間接経費の 50％を個人研究費に加算する制度

も構築している。 

4．その他教員の資質向上に関する取組 

公的研究費の管理・監査のガイドラインに係るコンプライアンスの徹底を図るため、専門家によるコ

ンプライアンス・研究倫理研修会を継続的に開催している。さらに、継続的な研究業績の積み上げを図

るため、各教員は毎年、前年度研究計画に基づく研究成果に対する自己評価を行い、研究計画書に反映

させている。 

自己評価 

科学研究費補助金等競争的外部資金申請件数、採択件数は確実に増加しており、教員の研究意欲は高

まってきている。2021 年度の科研費採択者 6 人のうち、4人が長野大学研究助成金「準備研究部門」を

活用しており、長野大学研究助成金制度が外部資金への申請件数、採択件数の増加につながっている。 

このように研究推進にかかわる PDCA サイクルは一定の効果をあげていると考えられるが、今後は地

域との共同研究や、地域振興に結実する研究の拡充、より社会的・公益的な意義のある研究成果の発出

が課題となる。 

関連資料 

・長野大学研究助成金に関する要綱 

・長野大学研究助成金申請者一覧（2019～2021） 

・学内研究会実施報告（2019～2021） 

・研究交流広場報告者一覧（2019～2021） ・個人研究費研究計画書（様式）   
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タイトル

（No．5） 

卒業生の評価・学生採用先事業所への意向調査に基づく学修確認とカリキュラム改革【学

習成果】 

分析の背景 

学生支援センターでは、大学４年間における学修成果を把握するため、毎年卒業生を対象にしたアン

ケート調査を実施している。またキャリアサポートセンターでは、本学の学位を取得した学生の学修成

果を客観的に把握するとともに、学生採用先が求める人材像を明らかにするため、企業や医療・福祉法

人へのアンケート調査や懇談を実施している。この結果については、各学部及び大学教育センターで共

有し、カリキュラム改革につなげている。 

分析の内容 

1. 卒業生へのアンケート調査に基づく分析 

卒業時に卒業生を対象にアンケート調査を実施し、各学部のディプロマ・ポリシーの到達度や、教養・

専門・ゼミナール等の満足度、大学生活における学習への向き合い方等を分析した。 

■身につけることができた能力（複数回答可） 

社会福祉学部卒業生 2020 2021 環境ﾂｰﾘｽﾞﾑ学部卒業生 2020 2021 企業情報学部卒業生 2020 2021 

①人と福祉に関する基礎知識 87％ 80％ ①地域課題解決力 53％ 45％ ①問題解決能力 49％ 75％ 

②福祉人材に必要な専門知識 54％ 47％ ②多様な分野の専門知識 44％ 48％ ②複数分野の専門知識 54％ 34％ 

③福祉人材に必要な実践力 33％ 19％ ③人格形成のための教養 40％ 51％ ③職業人に必要な能力 23％ 17％ 

④地域課題分析能力等貢献力 38％ 20％ ④その他 3％ 5％ ④その他 0％ 3％ 

⑤その他 2％ 6％       

上記 2020 年度、21 年度の卒業生の回答を見ると、ディプロマ・ポリシーに沿った専門知識②の習得に

ついては 3 学部とも 5 割程度の学生が達成したと回答しているが、今後も専門教育の方法論を逐次見直

し効果を検証していく必要性を分析した。なお社会福祉学部では①人と福祉に関する基礎知識の習得が

8 割に達するなど効果をあげている。一方、社会福祉学部、環境ツーリズム学部において、それぞれ福祉

人材に必要な実践力、地域課題解決力が身についたとする回答が低率に留まっており、地域協働型学習

の方法論の見直し等、実践力養成を図っていく教育方法の検討が必要な状況を明らかにした。一方企業

情報学部については、職業人に必要な能力に関して低率にとどまっており、今後の課題として設定した。 

2. 学生採用先に対するアンケート調査や懇談会に基づく分析 

毎年 3～4 年生を対象に開催する業界･仕事研究セミナーにおいて､参加企業を対象に求める人材像に

関するアンケート調査や懇談会を実施し､その結果「幅広い教養を身につけた人材」「論理的思考ができ

課題発見能力を備えた人材」「事業・経営のマネジメントができる人材」が必要とされることを分析した。 

また 2020 年には、長野大学卒業生を採用した一般企業や医療・福祉法人を対象に長野大学学生の評価

や、求める人材像をアンケート調査により明らかにし、上記と同様な結果を得た。 

■長野大学卒業生を採用した事業所が考える長野大学生の評価と必要な人材像 

〔依頼先〕186 事業所〔回答数〕111 事業所 〔本学の卒業生を評価している事業所比率〕87．4％ 

人材像 一般企業 医療･福祉法人  

人材像の選択項目から重要視する

項目を複数選択する調査。一般企

業、医療･福祉法人それぞれについ

て上位３位を集計した結果 

論理的思考ができ課題発見能力を備えた人材 57 24 

幅広い教養を身につけた人材 44 18 

事業・経営のマネジメントができる人材 24  

高度な専門的知識を身につけた人材  20 

3. 上記分析に基づくカリキュラム改革の推進 

これらの分析に基づき、幅広い教養を身につけるための「教養教育改革」（基準 3No．1 に詳細を記載）、

高度な専門的知識を身につけるための以下のような実践的専門教育科目（各種寄附講座）を開設した。 

・長野県や上田市と連携した「自治体福祉行政実務論」「障がい者スポーツ指導」 

・長野県観光部、観光庁、先進的な企業の協力による「先進的な観光地経営を学ぶ講座」 

・日本銀行長野事務所と連携した「金融を学ぶ講座～職業観養成」 

自己評価 

卒業生の自己評価や採用先の客観評価をみても、それぞれの学部のディプロマ・ポリシーに沿った学修

が一定程度できていることが確認されたが、より専門的、実践的能力の養成、幅広い教養学修等課題も

少なくない。それを踏まえて、カリキュラム改革を進めつつある。 

関連資料 

・2021 年度卒業生アンケート調査結果 

・業界・仕事研究セミナー参加企業へのアンケート調査結果 

・長野大学卒業生の在職確認及びアンケート調査結果 

・寄附講座一覧   



 

42 

  



 

43 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ「基準３ 特色ある教育研究の進展」に関する点検評価資料 
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１）特色ある教育研究の状況 
本学では、建学以来、地域社会との密接な結びつきに

より、地域に貢献する学術研究の展開を目指しており、

学校法人（私学）時代では、地域貢献度ランキング（日

本経済新聞社が調査・公表）で常に上位を占めるに至っ

ていた。また 2017 年度の公立大学法人化等を踏まえ、

上田地域をはじめ、人口減少や高齢化の課題を抱える地

域を支える人材となる意識・意欲の高い学生を受け入

れ、自立自走できる地域経営を担う人材としてしっかり

と育てて、企業・組織のリーダーや地域社会の中核的人

物として送り出す必要性が一層明確になった。 

このような責務を果たすため、本学は地域住民及び自

治体と手を携えながら、学生を地域から受け入れ送り出

す「地域人材の循環システム」と、地域の様々な領域で

発生する課題を地域住民組織、地域企業、自治体と協働

しながら解決する「地域課題の解決システム」の両輪の

構築を目指している。 

教育の 3 つの柱である「教養教育」「専門教育」「地域

協働型教育」において、広い社会的視野の涵養をはかる

全学共通の教養教育を幹とし、上田地域及びそこで発生

している地域課題を対象とした現場重視、PBL を取り入

れた専門教育や地域協働型教育に展開するとともに、地

域課題解決に結びつくような実践的な研究を組み合わ

せた、教育研究を推進している。 

こうした取組の中から、ここでは本学における 5 つの

特色ある教育研究の取組を紹介する。 

No．1 は、「論理と思考」「地域と世界」「歴史と未来」

「身体と感性」「外国語」といった科目群で構成される

全学共通の教養教育への改革である。「地域と世界」に

おいては、主体的かつ調和的に地域・社会を理解するこ

とができるようになることを到達目標のひとつとし、信

州上田学等の特徴ある授業を開講している。 

No．2 は、教職課程の質保証に組織的に取り組む教職

センターによる事例である。大学での座学による科目の

学びと、学校現場でのボランティア体験との往還的な学

習により、教育効果を高めている。 

No．3 は、専門ゼミやプロジェクト研究等を通じた、

地域課題解決をテーマにした PBL の取組事例である。各

学部の特徴を活かして、まちづくり組織や観光事業者、

メーカー等の企業、行政と連携した、実践的な教育研究

を展開している。 

No．4 は、2019 年の台風 19 号災害復旧支援関連の地

域協働学習、学生の自発的な地域貢献の取組事例であ

る。水害等の被災に対する復興支援活動にはじまり、被

災地での「菜の花」植栽、泥まみれになった写真の洗浄、

上田電鉄別所線の存続支援等の活動を外部団体と連携

しながら、大学が組織的に取り組んだり、学生の自発的

な活動を支援した。 

No．5 は、上田市が市の中心市街地に設置した「まち

なかキャンパスうえだ」を活用し、地域住民や企業、行

政、NPO 等と協働で地域課題を発見し、解決する教育研

究の取組事例である。 

 
 

２）特色ある教育研究の取組み（目次） 
No． タイトル ページ数 

１ 教養教育改革 45 

２ 地域と協働した実践的指導力を備えた教員養成の取組 46 

３ 地域課題解決をテーマにしたプロジェクトベース・ラーニング（地域協働学習） 47 

４ 東日本台風の被災地支援等を通じた、学生の自発的な地域貢献・協働学習の取組 48 

５ まちなかキャンパスうえだの活用 49 
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３）特色ある教育研究の取組み 

タイトル

（No．1） 
教養教育改革 

取組の概要 

1．教養教育に係る全学共通の理念・定義に基づく新たな科目群の展開 

2．教育実践交流広場における全学的な教養教育改革に係る議論の展開 

3．教養教育に係る議論の蓄積を全学的に共有する「教養教育通信」の発行 

取組の成果 

1．教養教育に係る全学共通の理念・定義に基づく新たな科目群の展開 

 2019 年度から 2020 年度にかけて教養教育推進室を中心に公立大学としての全学的な教養教育の

在り方について精力的な議論を展開し、教養教育の理念・定義を設定した。全学共通となる教養教

育の基盤を整備し、2021 年度より別添資料の通り新たな科目群を展開している。 

 １）教養教育改革の問題意識とねらい 

 長野大学の教育の特徴は 3 学部それぞれにおける専門的な学びである。その一方で、長野大学全

体としての学びの在り方がどういうものであるのかについてはこれまで十分に議論が進められてき

ていなかった。このような問題意識のもとで、全学的に展開される長野大学としての学びのあり方

がどういうものであるのかを追究することを、教養教育改革のねらいに定めた。 

 ２）教養教育改革の方針 

 公設民営大学として誕生し創立 50 年を超えるこれまでの本学の伝統をふまえつつ、かつ不断の教

育改革を進めていくために、教養教育改革の方針として「建学の理念」及び「大学憲章」における

「全人的人間形成」を常に意識し、教養教育の理念・定義・科目群を設定した。 

 

2．教育実践交流広場における全学的な教養教育改革に係る議論の展開 

    教養教育改革に係る全学的な議論を、FD の一環として長野大学の教育の現状把握や改革の方向性

について自由闊達に議論ができる言論空間としての「教育実践交流広場」において精力的に展開し、

そこに教養・専門担当者が専任・非常勤の別なく参加した。 

【2021 年度教育実践交流広場の参加者数】 

第二回（7/7） 第四回（9/22） 第五回（12/22）  

45（5）人 43（6）人 33（5）人 （ ）内の人数は非常勤講師 

  第二回では、それまでの長野大学の教養教育改革の問題意識やねらい、改革の軌跡を確認した。

第四回では、学生にとってのより良い教育とは何かという視点から教養教育改革の在るべき方向性

を議論した。第五回では、それまでの議論を踏まえて、教養教育の新科目群から改革を先行して進

めているいくつかの授業の改革実践について紹介がなされ、活発な議論が展開された。 

 

3．教養教育に係る議論の蓄積を全学的に共有する「教養教育通信」の発行   

     また 2020 年度から 2021年度にかけて教養教育推進室で議論した内容や、「教育実践交流広場」で

の教養教育改革に係る議論をまとめた「教養教育通信」を四回発行し、教養教育改革に係る議論の概

略を全学的に周知することを通して、教養教育改革の全学的な機運の醸成に努めた。  

自己評価 

1. 教養教育における全学共通の理念・定義・科目群が設定されたことで、教養教育について全学的な 

議論を展開することが可能になった。 

2. 教育実践交流広場における全学的な議論の展開によって、多様な意見を踏まえた教養教育改革につ

いての全学的な意識の共有と、改革機運の醸成が図られた。 

3．「教養教育通信」の発行によって教養教育に係る議論の推移について全学的な共有が図られた。これ

らを通じて全学的な教養教育の推進が図られた。今後は学外に向けて本学の教養教育改革について

の周知を積極的に行っていき、学外者との連携・協働についても模索していく必要がある。 

関連資料 

・教養教育の理念，教養の定義、ならびに新しい教養教育の科目群 

・教育実践交流広場報告資料 

・「教養教育推進室通信」（Vol．4） 
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タイトル

（No．2） 
地域と協働した実践的指導力を備えた教員養成の取組 

取組の概要 

長野大学教職課程では、建学の理念や大学憲章に基づいて「自ら学ぶことを通して生徒の学びを支援

し、科学的知見及び幅広い社会的視野に根差した教養を身につけ、地域社会やひとびとの生活にもまな

ざしを向けられる教員を養成する」ことを理念として掲げ、低学年次から継続的な学校現場での体験活

動を通じて、実践的指導力のある教員養成に努めている。また、全学的な教員養成カリキュラムの質保

証を行うという観点から、2020 年度より全学的な組織として教職センターを立ち上げた。長野大学が立

地する長野県上小校長会と連携し、学生を地域の学校に派遣するとともに、学びの連続性・体系化の観

点から、低学年次のサービス・ラーニングから教育実習まで地域と協働した指導体制作りに努めている。 

取組の成果 

1．取組の詳細 

 長野大学教職課程では、かねてよりボランティア活動を推奨してきた。2017 年度からは、「サービス・

ラーニング」として学校体験で学んだことを大学に持ち帰り、振り返り（省察）を実施すること、大学の

教員と受入校が連携をとり可能な限り学生の様子を共有すること、大学における正課／正課外活動とリン

クさせることにより、内容の充実化を図ってきた。活動の成果については、活動報告書にまとめることに

加えて、年度末に実施している教職課程研究報告会においてポスター発表を積極的に行うように周知して

いる。2020年度には、新型コロナウイルス感染症の感染拡大によりサービス・ラーニング／ボランティア

活動が困難な状況に直面したものの、むしろこれまでの実績を基に大学・学校現場との連携を昇華し、上

小校長会と教職センターが協働して学生の配属先を決定する体制を整えた。教育実習についても、上田市

教育委員会と連携し、本学の実習生を受け入れてもらっている。2021 年度には、学びの体系化の観点か

ら、学校体験活動Ⅰ・Ⅱを講義科目として新設するとともに、新たに東御市教育委員会（子ども・家庭

支援準備室）とも連携し、学校現場での活動の充実に努めている。 

2．取組の特徴 

学校現場を知り幼児児童生徒との交流を目的とし

た「学校体験活動Ⅰ」、長期にわたり目的意識を持ち、

省察を行いながら学校現場に入る「学校体験活動Ⅱ」

を通じて、実践的指導力の育成や教師としての自覚や

責任感の醸成を図っている。また、学校体験活動やサ

ービス･ラーニングを通して本学学生の様子を派遣先

の学校に知ってもらうことで、教育実習へとつなげる

意図がある。2017年度のサービス･ラーニング開始以

降、教育実習へとつながったケースが複数ある。 

3．取組の成果 

・教育実習先の確保（サービス･

ラーニングを通じた教育実

習）： 2018 年度 1 人、2019 年

度 2 人、2020 年度 5 人、2021

年度 2 人 

・教職課程研究報告会ポスター

発表：2018 年度 14 件、2019

年度 18 件、2021 年度 18 件 
※2020 年度は、新型コロナウイルス感染

症感染拡大のためポスター発表中止 

自己評価 

サービス・ラーニングについては学校現場からの学生に対する評価は高く、教育実習へとつながるケ

ースもあり、現在でも学生の希望を上回る現場からの要請がある。一方で、地域的な特性上自家用車で

の移動を要する学校が多く、学生の希望する学校に偏りがあること、時間割の調整が十分出来ず参加を

希望しても実施できない学生がいること、大学と学校の連携が十分とれないケースがあることが課題と

してあげられる。時間割については、教育の基礎的理解に関する科目や道徳・総合等に関する科目等教

職センターで調整できる科目の体系化・時間割の見直しを行い、教員・学生の時間確保に努めている。

また、大学と学校の連携については校長会とのより密接な連携を目指しているほか、大学・教育委員会

と協働して実施している授業研修等を通じて学生派遣や学生の状況確認をするなど、学生の教師として

の力量形成につなげられるような連携について模索しているところである。 

関連資料 

・長野大学教職センター規程  ・長野大学教職センターHP 

・山浦和彦,早坂淳,丹野傑史「長野大学教職課程におけるサービス・ラーニングの実際と成果・課題 : 

地域活動の振り返りの形態に着目して」『長野大学地域共生福祉論集』14、 2020、 pp．8-22．  

・山浦和彦,丹野傑史「サービス・ラーニングを通じた学生の学びと変容およびその課題－長野大学での

取り組み－」『長野大学地域共生福祉論集』13、2019、pp．26-36．     

サービス・ラーニングの現状 

校種 幼稚園 小学校 中学校 特別支援学校 合計 

 校数 人数 校数 人数 校数 人数 校数 人数 校数 人数 

2017 1 3 4 8 3 12   8 23 

2018 1 3 4 15 4 17 3 18 12 53 

2019 1 3 6 24 3 14 1 1 11 42 

2020 1 1 12 16 5 21 1 1 19 39 

2021 1 2 10 17 7 40 1 2 19 61 

※学生数は延べ数.教職課程履修者は各年度 70～80 名程度である. 

 
 

 

 
 
 

 

学校体験活動/サービス･ラーニング等連携体制 

（点線は現在の課題） 

https://www.nagano.ac.jp/outline/facilities/2016_10/
https://bit.ly/3EimiFm
https://bit.ly/3EimiFm
https://bit.ly/3G3dHql
https://bit.ly/3G3dHql
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タイトル

（No．3） 
地域課題解決をテーマにしたプロジェクトベース・ラーニング（地域協働学習） 

取組の概要 

本学では「地域社会との密接な結びつきにより、学問理論の生活化をめざす」を建学の理念のひとつ

に掲げており、これらに基づき、公立化後の大学像として「地域課題解決システム」と「地域人材育成

システム」を両輪とする「地域を支える人材育成」を標榜している。このシステムの中心となるのが、

大学周辺の地域社会を舞台にして、過疎化・高齢化等がもたらす実際の課題をテーマに地域の住民組織

や事業者、行政等と連携・協働して課題解決に取り組むプロジェクトベース・ラーニング(PBL)である。 

具体的には 3 学部のゼミナール等演習科目や、全学共通の教養科目である「信州上田学」及びその発

展形である「地域協働活動」において、こうした実践的な学習を通して学生の教育＝人材育成と、地域

課題の解決支援に取り組んでいる。なおこれらの地域協働学習に関する一元的な情報収集や各ゼミとの

橋渡し、課題解決研究、ゼミナールや演習科目の支援等は「地域づくり総合センター」が担っている。 

取組の成果 

【社会福祉学部】では、教育目標として「人々の福祉の向上に寄与できる職業人の育成」を掲げ、その

学習過程の一環として、社会福祉コースにおいて、南信州における社会福祉調査、ダンボール等を用い

た福祉用具・おもちゃ開発、福祉心理コースにおいて、すいみんカフェや睡眠改善のための講座の開催、

発達支援コースにおいて、小学校・中学校での教育的支援や子どもの余暇活動支援や居場所づくり、幼

稚園での力量形成支援などの成果をあげている。 

【総合福祉学研究科】においては、高度専門職業人と研究者の育成を目指しながら、特色ある教育内容

としてコースプロジェクト(地域子ども支援、障害児支援、最低生計費試算調査、地域包括支援、多文化

共生支援)の中で、地域の課題解決に取り組んでいる。 

【環境ツーリズム学部】では、「持続可能な地域の発展に資する人材育成のために、地域社会をフィール

ドとする体験型学習を通じ、地域社会の課題を発見し解決力を涵養する」教育を推進しており、観光系

において、空き家・空き店舗のリノベーションや旅行商品化に取り組んだ他、環境省･長野県観光部と協

働した国立公園の環境保全と利用を促進する事業、環境系において、学生が上田市の気候変動政策につ

いて市長や上田市生活環境課と懇談し提言を行う事業や、森・川・里の恵みクリエイター講座を拡大し、

里山の多様な恵みを活用し地域社会の持続可能性を高める方法の提案等の成果をあげている。 

【企業情報学部】では、「企業や社会に必要とされる問題解決能力をもつ人材を育成する」という教育目

標を掲げ、企業や団体、地元住民と連携した「プロジェクト型学習」を積極的に展開している。具体的

には地元企業（食品、旅館・ホテル、卸、小売などの企業）との連携による商品・サービスの考案、地

元企業の魅力を発信する情報誌の制作、地元企業の仕事や働き方に関する質的調査、地元資源の 3DCG 化

（デジタルアーカイブ）、及び地域資源を活用したデザイン制作などに取り組み、地元の餃子加工メーカ

ーと協働で開発した新商品や、小諸城の 3DCG 化による動画制作等の成果をあげている。 

【全学】では、上田市の歴史、文化、自然、風土、産業等の特徴や魅力を学ぶ「信州上田学」の発展科

目として 2021 年度に「地域協働活動」を開設し、実際の課題を抱える地域社会の現場に出かけ、その課

題を発見し解決する地域協働学習を展開している。2021 年度の授業においては、シャトーメルシャン椀

子（まりこ）ワイナリーや塩田地区まちづくり協議会と連携した地域協働学習を実施し、ワイナリーの

イベント支援や、塩田かるたづくり等の成果を出している。連携先からは、例えばワインイベント開催

時の子供対応のプログラムがないといった課題を発見し、実際の子供サポートの企画・実施した取組に

対して、学生ならのでは視点で行われた非常に効果的な内容として高く評価されている。 

自己評価 

日本経済新聞社が実施する大学地域貢献度において上位にランキングされるなど、従来より地域協働

学習に積極的に取り組んできたが、「地域を支える人材育成システム」の全学的な浸透が進み、このよう

な取組の機運はより高まった。過疎化・高齢化する地域社会において、学生が地域協働学習を展開し、

多面的に地域を支えたり、地域に刺激を与える効果が大きいと考えられる。他方、大学のもつ専門知を

活かして地域課題とその解決策をより深く、専門的に学究し、その成果を地域に還元していくためには、

地域づくり総合センターの機能拡充と、各学部・研究科の多面的な連携が今後の課題と考えられる。 

関連資料 

・長野大学が考える公立大学法人化後の大学像「地域を支える人材育成」モデルの概念図 

・３学部・研究科の地域協働学習概要及び関連資料（総合福祉学研究科、社会福祉学部、環境ツーリズ

ム学部、企業情報学部、3DCGプロジェクト、情報誌発行） ・大学案内（地域との連携ワーク紹介） 

・地域協働活動取組状況（2020 年度,2021 年度） ・「地域協働活動」シラバス、成果報告資料   

https://www.nagano.ac.jp/education_research/daigakuin/2021/project/
https://www.nagano.ac.jp/education_research/F_/
https://www.nagano.ac.jp/education_research/t_/
https://www.nagano.ac.jp/education_research/t_/
https://www.nagano.ac.jp/education_research/J_/
https://www.nagano.ac.jp/education_research/gengen-cg_/4_589d077ce7757/
https://www.nagano.ac.jp/education_research/J_/Tchiikimanagement/
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タイトル

（No．4） 
東日本台風の被災地支援等を通じた、学生の自発的な地域貢献・協働学習の取組 

取組の概要 

2019 年 10 月に発生した東日本台風(台風 19 号)災害の復旧・復興支援の学生ボランティア活動は、発

生当初から、地域団体、住民、大学が連携協力をしながら取り組んできている。この活動は、学生達が、

日頃から、地域の想いに寄り添いながら、自発的な地域貢献活動を行ってきてきたことが原動力となっ

ており、本学の地域協働学習の学びの成果でもある。 

取組の成果 

【台風被害の当初の取組】 

2019 年 10 月に発生した東日本台風(台風 19 号)災害の復旧・復興支援について、長野大学では発生当

初から、大学体育館へ避難住民を受入れた。ボランテイアセンターを中心に自主的にボランティアに参

加する学生は、地域団体（社会福祉協議会等）や地域住民と連携して、台風災害を受けた家屋の泥だし、

洗浄作業、撤去作業などの災害復興支援活動に参加し、大学で把握している限りでも 2019 年 10 月から

2020 年 3 月の半年間で、延べ 1,250 人以上の学生が携わった。学生の自主的な活動支援を支えるため、

教員有志からの活動資金寄附を行うとともに、地域づくり総合センターを中心として、ボランティア活

動への参加に伴う授業欠席配慮の依頼、課外活動届による保険支援、同窓会等の関係団体への長靴や作

業着等支援物資の依頼、大学施設の使用提供（施設や洗濯機など）の側面でボランティア活動の支援を

行ってきた。 

【台風被害からの復旧支援の取組】 

災害の初期ボランティア支援の後、学内で教員、学生、地域団体（社会福祉協議会）職員が一堂に会

してミーティングを定期的に開催して、課題を共有するとともに、学生が主体となって被害住戸を一軒

一軒まわって災害復興支援に関する住民のニーズ調査を実施した。学生を含む関係者の心のケアが必要

になってくる状況や連携の大切さなどの課題を再確認することができ、学生達の地域協働学習として重

要な機会となるとともに、次の地域協働の方針設定につながっている。 

学生の自発的な地域貢献活動は、多岐にわたっている。例えば、長野大学鉄道研究同好会(Ｎ鉄)の学

生たちは、毎日の通学に利用している別所線の千曲川橋梁が台風被害で崩落したことを受けて、物心両

面で鉄道復旧のための支援活動に取り組んだ。別所線の応援メッセージを掲載した車両内中吊り広告作

成により、精神的な応援と鉄道存続のための寄附金集めを行うといった「別所線架け橋プロジェクト」

を立ち上げ、地域の子供からお年寄りまで多くの市民の応援メッセージを上田電鉄に届けた。著名なア

ーティストからも「別所線応援しています‼」とメッセージが寄せられた。 

また、デザインを学ぶ学生たちのサークルでは、上記の中吊り広告等のデザインにより支援した。最

も被害の大きかった長野・穂保地区では、40 ㌃の土地に、学生有志が復興支援を願い、菜の花の種をま

き、その開花時期には、地域住民の心の支えになった。その後もヒマワリの種をまくなど、地域住民の

心の安寧を図る活動を継続している。 

さらには学生が長野県社会福祉協議会と連携し、被災した住民の貴重な思い出を守るため、災害で泥

まみれになった写真の洗浄活動を行っている。 

【大学としての情報共有と地域の多様な組織との連携を図る取組】 

地域づくり総合センターでは、学生中心に企画された長大学生サミットを支援し、東日本台風の被災

地支援のほかにも、学生主体による地域協働学習や地域支援の取組の全学的な共有化を図っている。ま

た、本学だけでなく、市内の大学生の活動、地域の団体の活動を学び、つながっていけるように、まち

なかキャンパスうえだを会場に、上田市や地域団体とも協働し「コラボミーティング」を企画実施して

いる。 

自己評価 

台風による水害被災時の一過的なボランティア活動ではなく、被災住戸のニーズ調査や、地域鉄道復

旧への協力等多面的な地域協働が展開され、これらを通じて、地域福祉や地域交通、まちづくりのあり

方を考える機会になったと考えられる。一方、地域づくり総合センターがこれらの取組を支援すること

により、前述した写真洗浄活動がきっかけで長野県社会福祉協議会との協定締結に至ったり、地域の金

融機関の申し出により、別所線復旧 PR の写真・模型展示に学生が協力するなど、より多様な主体と継続

的な地域連携の取組が進むといった効果が発現している。 

関連資料 
・長野大学生による台風災害支援活動に関する新聞記事（2019～2021）  

・台風 19 号災害ボランティア活動者数 ・長野大学 Web サイト「別所線架け橋プロジェクト」活動紹介   

https://www.nagano.ac.jp/news/2021-0328rail/
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タイトル

（No．5） 
まちなかキャンパスうえだの活用 

取組の概要 

長野大学憲章に掲げている「地域に貢献する学術研究の展開」を図り、本学の建学の理念のひとつ「地

域社会との密接な結びつきにより、学問理論の生活化をめざす」具体的な拠点のひとつが、上田市が設

置し、本学が管理、運営している「まちなかキャンパスうえだ」である。上田市民に開放された本施設

を活用し、本学教員や学生と、地域住民や企業、行政、NPO 団体等とが協働して、地域の多様な課題を

発見し解決する教育研究に取り組むとともに、それらの活動を通じて地域のにぎわいを創出するまちづ

くりの拠点を目指すものである。 

取組の成果 

まちなかキャンパスうえだは、上田市が 2016 年 7 月に市内中心市街地に開設し、上田市と市内 5 大

学(上田女子短期大学、信州大学、長野県工科短期大学校、筑波大学山岳科学センター、長野大学)が共

同で運営している。具体的には、上田市学園都市推進室と 5 大学による「まちなかキャンパスうえだ運

営会議」を開催し、実施計画作成とその実行、そして年間実施状況の分析を踏まえた調整等、PDCA を利

かせた持続的・発展的な取組を目指している。長野大学が受託事業として運営の中核を担い、本学地域

づくり総合センターが他大学や市民ニーズとの具体的な調整役となっている。 

なお、まちなかキャンパスうえだの取組内容は、大学 HP だけでなく、専用の HP により情報発信を行

ったり、上田市の広報の協力により活動内容の周知等を行っている。 

1．「連携の窓口」としての取組：地域と大学を繋ぐ役割であり、上田で何かしたい学生と、学生と協力

してイベントの企画や若者のアイデアを商品開発に活かしたい地域・企業との調整や仲介に取り組ん

でいる。本学学生によるまちづくりサークル MIZUMATCH と菅平高原の事業者と連携した「スカイラン

タンイベント」の開催や、ゲーム感覚でまちの美化（ゴミ拾い）事業、地域のコミュニティ形成につ

ながる場所づくりや環境整備事業など、学生の意欲と地域の課題が結びついた取組が育っている、 

2．「連携活動の場」としての取組：地域と大学とが協働で課題の解決を図るため、市民、NPO 団体、企

業等と大学のゼミ活動などとの協働学習・研究を推進するとともに、それを通じてまちなかの学生の

集いの場、地域住民、団体から学生への PR の場として活用してきた。 

まちなかキャンパスうえだの利用実績をみると開設以来増加傾向で 2019 年度には 7,000 人を超える

など順調に推移してきたが、2020～2021 年度は新型コロナウイルス感染症の予防対策による利用制

限(感染レベルにより 10 人まで)を設定して運用したことから、利用者が減少している。 

利用実績(年間) 

2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

3,300 人 5,056 人 4,405 人 7,192 人 1,167 人 2,387 人 

3．「学びの場」のとしての取組：大学の研究・教育資源を市民の多様な学びに活かせるように、本施設

において、本学教員等による市民向け講座を開講している。2020 年度はコロナ感染予防に配慮して一

時期、開講を見送ったが、それ以外の年は年間概ね 20～25講座の開講を継続している。 

講座開講数(年間) 

2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

11 講座 23 講座 20 講座 25 講座 10 講座 20 講座 
 

自己評価 

まちなかキャンパスうえだは 2016 年 7 月の開設以来、本学を含めた市内大学及びその学生と、地域

住民や企業、行政、NPO 団体等地域の多様な組織との連携役を担っており、現在までの累計利用者数は

約 24,000 人にのぼる。本施設を拠点とした地域組織と連携した学生主体の取組が複数育ってきている

ことから一定の成果があがっていると自己評価している。また市内の高校生や、異なる大学の学生の連

携の場ともなっており、相互に触発しあい、協力しながらプロジェクトを進める事例を出始めている。

一方、市民の生涯学習の場として一定の実績はあるものの、今後リカレント教育が重要性を増す状況の

なかで、より多様かつ専門的な市民向け講座の拡充に向け、取り組んでいくことが課題となる。 

関連資料 
・まちなかキャンパスうえだリーフレット   ・広報うえだまちなかキャンパス紹介記事     

・まちなかキャンパスコラボミーティング資料 ・まちなかキャンパスうえだ 2021 年度学生活動報告 
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